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ビリ医院長及び中核人材、陝西省障害者連合会

が一堂に会した（11 月 13 日） 
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いつでもWBTを通して受講することができる 

（11 月 14 日、陝西省リハビリ医院にて） 

 

理学療法室を視察 
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評価結果要約表（和文） 
 
１．案件の概要 

国名：中華人民共和国 案件名：中西部地区リハビリテーション人材養成

プロジェクト 

分野：障害者支援 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 協力金額（評価時点）：3 億 9,000 万円 

協

力

期

間 

（R/D）：2008 年 3 月 21 日 
協力期間：2008 年 4 月 1 日～2013
年 3 月 31 日（5 年間） 

相手国関係機関：中国障害者連合会、中国リハビ

リテーション研究センター（CRRC）、陜西省障害

者連合会、重慶市障害者連合会、広西チワン族自

治区障害者連合会 
日本側協力機関：国立障害者リハビリテーション

センター、国際医療福祉大学、日本理学療法士協

会、日本作業療法士協会 
１－１ 協力の背景と概要 

中華人民共和国（以下、「中国」と記す）では、経済発展と疾病・外傷の構造変化及び高齢

化社会の進展により、障害者数が急速に増え約 8,000 万人に達しているといわれている。また

世界保健機関（World Health Organization：WHO）の予測によると、2020 年までに中国の高齢

者は 2 億 5,000 万人に達し、リハビリテーションへのニーズは大幅に高まるとされている。こ

れを受けて、中国政府は 2002 年に｢2015 年までに障害者がだれでもリハビリテーションサービ

スを受けられる｣との戦略目標を掲げ、各地におけるリハビリテーションセンターの設立等、

リハビリテーションサービスの全国展開を進めている。しかし、リハビリテーション従事者は

著しく不足しており、ニーズの拡大に追いつかず、人材面での整備は重要課題となっている。

わが国は、過去 20 年以上にわたり中国に対して本分野の協力を行い、実績を上げてきた。

1980 年代の無償資金協力による中国リハビリテーション研究センター（China Rehabilitation 
Research Center：CRRC）建設のほか、その後の 2 度にわたる技術協力プロジェクト等の実施に

より、北京を中心に障害者が適切なリハビリテーションサービスにアクセスできる体制が整備

されてきている。 
しかしながら、地方部と中央における関連人材の格差は質量ともに非常に大きい。このよう

な背景により中国政府は、過去の協力により中央に蓄積された技術や知見を内陸部（中西部地

域）のリハビリテーション従事者に普及することを目的とした技術協力プロジェクト｢中西部

地区リハビリテーション人材養成プロジェクト｣（以下、｢プロジェクト｣と記す）の実施を、

わが国政府に対して要請した。同要請を受け、2008 年 4 月から 2013 年 3 月までの 5 年間の計

画でプロジェクトを開始した。 
本プロジェクトでは、中央の CRRC 及び中西部地区の対象 3 サイト（陝西省、重慶市、広西

チワン族自治区）のそれぞれ陝西省リハビリテーションセンター、重慶市障害者総合サービス

センター、広西チワン族自治区障害者リハビリテーション研究センターに遠隔教育システム

（テレビ会議システム）を導入。同 3 サイトの各センターで働くリハビリテーション人材（社

会人）を対象としたカリキュラム・教材を開発し、CRRC 講師陣によるテレビ会議システムを

利用したライブ講義及び WBT（Web Based Training）等により構成される 1 年間の研修コース

を実施している。 
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１－２ 協力内容 

（1）スーパーゴール： 
中国中西部において提供されるリハビリテーションサービスの質が向上し、サービスを

享受する障害者の数が増える。 
 

（2）上位目標： 
対象 3 サイトにおいて提供されるリハビリテーションサービスの質が向上し、サービス

を享受する障害者の数が増える。 
 

（3）プロジェクト目標： 
CRRC を中核として対象 3 サイトにおけるリハビリテーション人材養成の新しいモデル

システムが整備される。 
 

（4）成果： 
1）CRRC 及び 3 サイトにおける総合型遠隔教育システムの整備・活用を通して、新しい

省級人材養成体制が整備される。 
 

2）省級人材のリハビリテーションにかかわる①理論知識、②技術技能、③問題解決能力

が向上する。 
 

3）省級において基層レベルを指導する中核人材が養成され指導能力が高まる。 
 

4）基層レベルにおいてリハビリテーション及び関連知識の認識が高まる。 
 

（5）投入（評価時点） 
1）日本側 
① 専門家：長期専門家は、リハビリテーション教育・教務管理の専門家 2 名、チーフ

アドバイザー/理学療法 1名をはじめとして計 6名を評価時点まで派遣。短期専門家は、

チーフアドバイザー派遣を含め、評価時点までに延べ 40 名を派遣。 
② 機材供与：計 5,682 万円。遠隔教育用機材、リハビリテーション技術研修用機材等

を供与。 
③ 本邦研修：評価時点までに、延べ 61 名の中国側プロジェクト関係者を本邦研修に

派遣。 
④ 現地業務費：3,956 万円。一般業務費、出張旅費、物品購入、通訳・翻訳費など。

 
2）相手国側 
① カウンターパート人員の配置：プロジェクトのすべての相手国機関及び対象 3 サイ

トに配置。 
② 施設及び資機材の提供：CRRC 内にプロジェクト事務室と遠隔教育システム管理室、

対象 3 サイトのリハビリテーションセンター内に遠隔教育実施室を配置。 
③ ローカルコスト：1,153 万 9,000 元。CRRC 及び対象 3 サイトの活動環境整備・ネッ

トワーク接続費・諸費用など。 
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２．調査団の概要 

調査者 団 長：熊谷晃子 国際協力機構 人間開発部次長 
団 員：赤居正美 国立障害者リハビリテーションセンター 病院長 

丸山仁司 国際医療福祉大学 保健医療学部長・教授 
桑原知広 国際協力機構 人間開発部社会保障課 副調査役 
西野俊浩 株式会社国際開発センター 主任研究員 

調査期間 2012 年 11 月 4 日～2012 年 11 月 20 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果の達成状況 
成果 1：達成された 
遠隔教育システムの設置は一部機材の調達・納入が計画比 4 カ月遅れたが、予定どお

り設置されており研修コースの進行を妨げるほどの影響が出ることはなかった。研修コ

ースの実施にあたっては、CRRC 内に講師教育・コース展開のための体制が構築され、

首都医科大学教授による指導方法の講習、講師向け研修等の十分な準備が行われた。コ

ース教科書 4 冊、カリキュラムが作成され、CRRC 教授陣 85 名が中心となり、これまで

省級人材養成コース 3 回、中核人材養成コース 2 回が実施された。 
 

成果 2：達成された 
省級人材養成コースを 156 名が受講している。遠隔教育システムを通じて系統的な理

論知識の習得が効果的かつ効率的に図られた点について、3 サイトの受講者及び関係者

の評価は極めて高い。遠隔教育を通じて向上した理論知識をベースに、各サイトにおい

て実地研修、本邦研修において、より専門的な技術技能の習得やリハビリテーションに

関する社会システム・リハビリテーション業務に関する姿勢や考え方に関する学習が付

け加えられたことで、リハビリテーション能力全体の効果的な能力向上が可能となった。

日本側専門家の目から判断しても、個々の省級人材がおのおのの専門分野だけでなく、

他の専門的知識を理解する必要性を十分認識している。また、習得したノウハウ・スキ

ルの職場における活用、省級人材の学会への出席、論文執筆もすべてのサイトにおいて

積極的に行われている。 
 

成果 3：達成された 
中核人材養成コースを 61 名が受講している。中核人材養成コースの受講に加えて、ま

た、基層人材や関係者に対する教育指導の実践及びその準備を通じて、学習した知識・

技能の再確認を行う機会があったことも、中核人材の指導能力向上に大きく寄与してい

る。 
プロジェクトにおいて、計 7 回の基層人材向け研修が実施されたほか、各サイトの連

合会及びセンターの主催により、基層人材向け研修が数多く実施された。また、関係機

関からの実習生受入れや各種研修も実現している。基層人材向け研修ニーズは極めて高

く、次回研修開催の問合せや実習生の受入希望も数多くみられるなど、研修内容に対す

る評価は高い。日本人専門家が参加した基層人材向け研修の内容もおおむね満足できる

水準にある。 
 

成果 4：達成された 
対象 3 サイトそれぞれにおいて、小冊子計 11 冊、研修資料等計 7 冊が作成された。小
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冊子は各サイトにおいて研修・指導等で積極的に活用されている。専門家及び CRRC 担

当者の支援の下、質の高い小冊子が作成されており、いずれのサイトにおいても高い評

価・人気を得ている。指導を受けた基層人材の規模も十分なレベルにある。 
こうした研修及び小冊子の効果として、①基層人材が、リハビリテーションが必要な

障害者を正確に判断できるようになったこと、②リハビリテーションを受けることが必

要な障害者がリハビリテーションを受けることのできるプロジェクト・施設に関する情

報が十分に広まったこと、③研修を機会に各センターと基層人材との交流促進、ネット

ワーク構築が進み、基層レベルにおける能力向上を促進するための重要な基盤が形成さ

れたこと等が挙げられる。 
 
（2）プロジェクト目標の達成状況：達成された 

設定された各指標は達成されており、プロジェクト目標は達成されたと判断できる。す

なわち、中国におけるリハビリテーション人材育成のトップ機関の一つである CRRC の人

材・ノウハウを活用し、省レベルのリハビリテーション機関の中核人材の育成を、①遠隔

教育システムによる系統的な知識理論習得、②サイトにおける実地研修による臨床技術を

含むスキルの習得、③本邦研修による高度な専門性の習得とリハビリテーションに関する

社会システムや理念・考え方の習得、④習得した知識・スキルの実践と研修講師の経験を

通じた問題解決能力・指導力の強化、を通じて実践するという「3 サイトにおける人材養

成の新しいモデルの整備」は、十分に達成された。 
また、初期のコースの経験を踏まえて、①個別の能力向上支援方法・内容のあり方、②

複数の能力向上支援方法がパッケージとして相乗効果が上がるような人材育成のあり方、

③受講インセンティブの供与に代表される円滑に能力開発が進むような環境整備のあり

方、④遠隔教育システム全体の運営管理方法のあり方、についても、検討、改善が行われ

ており、基本となるノウハウの蓄積が図られた。これによって、中央の人材が省レベルの

人材を育成し、省レベルの中核人材が省内の基層人材を育成するモデルが形作られた。 
タイプごとの適切な人材育成のあり方等の「モデルのタイプ別整理」に関しては、CRRC

は、本プロジェクトにおいて、3 サイトの特色にあわせて行ったさまざまな展開・活動は

今後中西部の多様な地域に「モデル」を普及するにあたって重要な教訓となり得ると評価

していることから、タイプ別のモデル整備に関しても一定程度達成されたものと考えられ

る。 
 
（3）上位目標の達成状況： 

一定レベルで既に改善が実現されており、達成が見込まれる。 
本プロジェクトによって育成された中核人材による基層人材向け研修の結果、基層人材

のリハビリテーション関連機関の活動内容、無料でリハビリテーションを受けられる国家

プロジェクトの概要、リハビリテーションが必要な障害者のスクリーニングの方法等が広

まった。その結果、対象 3 サイトでは、これまで国家プロジェクトが定員割れの状況にあ

ったものが、近年は定員数を超える応募数となっており、リハビリテーションサービスを

受ける対象数の増加に一定の貢献があったと判断できる。また、各センター独自の受入数

の拡大、連合会による社区レベルの組織整備も図られている。 
さらに、積極的に習得したノウハウの活用が図られた結果、これまで受入れが困難であ

った重複障害者の受入れ・指導が可能となったケースや十分な指導対応ができていなかっ

た在宅リハビリテーション指導に関して家族への指導・リハビリテーション効果の両面で

著しい改善がみられるケース等、リハビリテーション改善の効果もさまざまな形で表れて

いる。 
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なお、スーパーゴールである中西部他省におけるモデル活用に関しては、現時点での評

価は時期尚早である。他省への普及に関しては、今後中国障害者連合会が主体となり実施

を検討することになるが、一部サイトでは、他省の病院との連携が模索されはじめている

などの動きがみられた。 
 
３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 
障害者リハビリテーションは、中国政府の「国民経済及び社会発展 5 カ年計画」の第 7

次中期以降から重要項目に挙がり、第 12 次 5 カ年計画（2011～2015）においても継続し

て重視されている。本プロジェクトは日本国政府の援助政策「対中国経済協力計画」（2001）
では、重点分野の一つである「改革・開放支援」における「健全な社会発展の実現」の文

脈に位置づけられており、両国の政策との整合性は極めて高い。 
また、わが国には、非常に多くのリハビリテーション専門資格者を養成している実績と

ノウハウの蓄積があること、遠隔教育は対象サイトが増えた場合にさらにその利点を有効

に活用できる可能性があること、カウンターパートである CRRC はリハビリテーション人

材を養成する最上級機関で JICA との協力経験も豊富なこと、中西部は経済発展が比較的

進んでいない地域で、対象 3 サイトはそれぞれに背景や専門分野が異なり、プロジェクト

期間終了以降に中国側がリハビリテーション人材育成の普及を継続するうえにおいて参

考とする事例と成り得ることから、わが国が本分野の技術協力を行う点、遠隔教育を導入

した点、カウンターパートの選定、対象サイトの選定のそれぞれにおいて、妥当性が高い

と判断できる。 
 
（2）有効性：高い 

既述のとおり、プロジェクト目標は達成されており、プロジェクト目標達成に関する成

果の貢献は明らかである。①体制整備、②リハビリテーションに関する知識・技能・能力

向上、③指導能力向上、④基層レベルにおける人材育成、のそれぞれの成果が目標達成の

重要な構成要素となっており、プロジェクトを通じて、それぞれのあり方が検討され改善

が図られた。 
①個別の能力向上支援内容のあり方、②複数の能力向上支援方法がパッケージとして相

乗効果が上がるような人材育成のあり方、③円滑に能力開発が進むような環境整備のあり

方、④遠隔教育システム全体の運営管理方法のあり方についても、検討、改善が行われた。

また、遠隔教育の手段を用いて中核人材を育成し、さらに中核人材が基層人材を育成する

という枠組みは、当初の計画どおり実現しており、今後の他省への展開にあたっても、基

本的部分は有効性を発揮し得るものである。 
 
（3）効率性：高い 

日本側及び中国側から、計画された成果を生み出すのに必要十分な人的資源、資機材、

活動費が投入され、成果の達成に貢献した。関係者による投入に対する評価も高く、投入

に対する成果の観点から、本プロジェクトは効率的に実施されたと考えられる。活動の一

部に遅れがみられたが、各コースの実施そのものには影響しなかったことから、成果には

負の影響を与えていない。 
 
（4）インパクト：高い 

既述のとおり、本プロジェクトの上位目標達成への貢献は高く、今後もより高まるもの

と期待できる。本プロジェクトにおけるインパクトとして特筆できることとして、個人レ
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ベルの能力開発が組織としての取り組みや活動に発展、進化し、各センターが地域におけ

るリハビリテーションの中核機関としての役割を早期に果たし始めていることが挙げら

れる。 
こうした展開は、各センター内において共通の枠組み・方法により、多数の人材が同時

に育成されたことにより初めて可能となったものであり、組織に大きなインパクトをもた

らした。また、重慶のある区では、すべての 0～6 歳児を対象にスクリーニング冊子を活

用して障害の有無をチェックするという試みも始まっており、さまざまな形で社会的なイ

ンパクトを与えていることは大きく評価できる。 
 
（5）持続性：高い 

1）政策・制度・組織面 
中国政府はリハビリテーションを重視する政策を堅持しており、今後もその責務を果

たすべく、関係する政策を持続・発展させるものと考えられる。 
本プロジェクトは対象者が社会人であることを踏まえて、適切なインセンティブの提

供が重視されてきた。今後コース受講者をプロジェクトの対象としたセンター以外の地

域内の関係機関に広げていくにあたっては、インセンティブの供与は重要な意味合いを

もつ可能性が高く、実現に向けて今後継続した努力が必要である。 
本プロジェクトで構築した遠隔教育システムを活用した人材養成モデルを持続・発展

させるためには、中国障害者連合会と、省の障害者連合会の一層の連携強化とともに、

各省における基層行政レベルの障害者連合会を含めた関係機関との連携が不可欠であ

り、今後のさらなる強化が期待される。 
 

2）財政面 
本プロジェクトで導入した遠隔教育システムを 3 サイトで継続的に使用するための直

接的経費である通信費は、現状では問題なく確保されている。リハビリテーションの関

連予算も増加傾向にあるとのことであり、その他の恒常的な人件費などにおいても確保

されており、現時点では特筆すべき問題はない。 
 

3）技術面 
一部サイト関係者からは上級コースの実施を要望する声が聞かれており、CRRC が関

係機関と十分に協議して対応を決定することが求められる。また、遠隔教育関連機材の

技術革新に適切な対応を行うことで、より良い遠隔教育システムの構築を引き続き図っ

ていくことが求められる。 
 

３－３ 効果発現に係る貢献・阻害要因 

（1）貢献要因 
1）障害者に対するリハビリテーションサービスの全国展開を中国政府が積極的に展開す

る時期にプロジェクトが実施されたこと。 
 
2）過去の日中協力のアセットである CRRC における人材・ノウハウの蓄積及び日本側の

関係機関との協力関係等を有効に活用したこと。 
 
3）遠隔教育を通した系統的な知識習得、専門家個別指導によるスキル向上、本邦教育に

よる制度・考え方に対する理解促進の 3 つが相乗効果を上げたこと。訪日研修参加を通

じた各サイトの幹部における理解促進の結果、プロジェクト及びリハビリテーション展
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開への積極的な支援を得られたこと。 
 
4）いずれのサイトのセンターにおいても、育成された人材の多くが組織の拡大・発展に

応じて重要業務、新しい業務展開を任される立場にあることが能力向上の大きなインセ

ンティブになっていること。 
 
5）本プロジェクトの内容が社会人に対する教育であることを踏まえて、研修コースに対

する修了証書の授与や一部サイトにおける省級継続教育単位の認可の実現等、受講者の

インセンティブに十分配慮した対応がなされたこと 
 

（2）阻害要因 
訪日研修予定者のうち数名が手続き上の問題等により、参加できなかったという事実が

あったが、プロジェクト活動に大きな影響はなかった。また、その他の甚大な阻害要因は

見受けられなかった。 
 
３－４ 結 論 

本プロジェクトは、CRRC に対する過去の協力のアセットを有効に活用し、省レベルにおけ

る中核人材の育成を通じて、リハビリテーションに関する人材育成を基層レベルにまで対象を

広げようとする意欲的なものであった。また、遠隔教育システムと実地指導を組み合わせた総

合的な能力開発を図る点においても斬新なものであった。 
プロジェクトの結果、中核人材の育成が実現し、基層人材の育成、基層レベルにおけるサー

ビス改善、リハビリテーション受診者の拡大においても一定の成果が表れている。また、各セ

ンターはプロジェクトを契機に充実したリハビリテーションサービスの実践に向けて、新規リ

ハビリテーション業務への取り組み、組織の革新、関係機関との連携を積極的に進めており、

各地域におけるリハビリテーション業務の革新・展開に大きなインパクトを与えていることは

特筆に値する。プロジェクト目標は達成されており、当初期間内にプロジェクトを終了するこ

とが適切である。 
 
３－５ 提 言 

1）中国障害者連合会及び CRRC は、本プロジェクトの成果を活用し、遠隔教育機材の技術

革新を踏まえて適切なシステムを選定しながら、中西部他省への積極的な拡大を図ること

が求められる。その際には 3 サイトとの連携、協力を十分に図ることが重要となる。 
 
2）リハビリテーションはおのおのの社会経済環境に応じて多様性がある。したがって、中

国の社会状況に応じた独自のリハビリテーションを地域の事情に応じて、今後中国自身の

手で模索していく必要がある。 
 
3）遠隔教育関連機材の技術革新は急激であり、システム設置後の技術革新の状況を勘案し、

適切なシステム及び教育のあり方について検討を行う必要がある。 
 
4）遠隔教育のインセンティブ保証のための継続教育単位としての認定や何らかの認定資格

付与については、国家級継続教育単位としての認定は実現していない。今後は認定されや

すい研修も組み込むなどの設計の工夫も行うほか、引き続き実績を積み重ねることで、将

来の国家級継続教育単位としての認定の実現に向けて努力されることが期待される。 
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5）各センターの人材育成ニーズは高く、継続して遠隔教育受講のニーズがある。同時に、

中核コース修了者に対するアドバンスコースへのニーズも各サイトにおいて高い。 
 
6）今次中央レベルの人材によって整備された遠隔教育教材は、CRRC スタッフのみによっ

て編集されたものであった。先行プロジェクトにおいて、外部機関の著名な人材も動員し

開発された 4 年制学部教育教材が、現在 100 校以上の、中国国内のリハビリテーション専

門職養成課程で使用されていることにかんがみると、今後、遠隔教育教材の改訂にあたっ

ては、外部人材との協働も一考に値する。 
 
３－６ 教 訓 

1）継続して十分な数の研修生を確保するために、サイト選定においては当該地域の特性の

みならず、受講生の数を前もって把握する必要がある。 
 
2）センター外の関係者を対象としたコース受講者の拡大に関しては、十分な実績がみられ

ない一方、一部サイトでは、今後遠隔教育システムのコース受講者の対象を、大学、基層

関係組織、衛生庁関係機関・病院に拡大することが検討されている。省連合会を中心に省

衛生庁等の関係政府機関への働きかけを行い、管理・運営の調整ができれば実施は可能と

の認識であり、各サイトの状況を踏まえながら、対象機関の拡大に向けた取り組みが必要

である。 
 
3）中核人材から、コンテンツについて、自由にダウンロードできるようになれば、職場外

の自主学習や基層人材向け研修で活用できるとの希望が聞かれた。この実現のためには、

コンテンツの二次使用に係るルールの整備や個人情報管理の徹底が必要である。 
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評価結果要約表（英文） 
 

1. Outline of the Project 

Country: The People’s Republic of China Project title: 
Project for Human Resource Development of 
Rehabilitation in the Central and Western Region in 
China 

Sector: Support for Persons with Disabilities Cooperation scheme: Technical Cooperation 
Project 

Department in-charge: 
Human Development Department 

Project cost : 
(as of Nov. 19, 2012) 390 million yen 

Period of 
Cooperati
on 

R/D: Apr.21, 2008 
Five years from Apr.1, 2008 to 
Mar. 31, 2013 

Implementing organization in the partner 
country: China Disabled Persons’ Federation, 
China Rehabilitation Research Centre(CRRC), 
Shaanxi Disabled Persons’ Federation, Chongqing 
Disabled Persons’ Federation and Guangxi Disabled 
Persons’ Federation 
Supporting organization in Japan: 
National Rehabilitation Center for Persons with 
Disabilities, International University of Health and 
Welfare, Japanese Physical Therapy Association and 
Japanese Association of Occupational Therapists 

1.1 Background and summary of the Project 
In the People’s Republic of China (hereinafter simply referred to as “China”), the number of disabled 
people is said to have rapidly increased to some 80 million due to structural changes of diseases and 
injuries, in turn caused by economic development and the progressively aging society. According to a 
WHO forecast, the population of elderly in China will reach 250 million by 2020, suggesting a massive 
increase of the rehabilitation need. In the face of such need, the Government of China introduced in 
2002 the strategic target of “providing a universal rehabilitation service by 2015” and has since been 
earnestly expanding the rehabilitation service nationwide, including the establishment of local 
rehabilitation centres. However, the number of workers engaged in the rehabilitation service is small 
and significantly falls short of meeting the actual need. As such, the development of manpower for the 
rehabilitation service has become an important challenge for China. 
 
Japan has been providing assistance for China in this field for more than 20 years, achieving some 
tangible results. The construction of the China Rehabilitation Research Centre (CRRC) with grant aid in 
the 1980’s was followed by two technical cooperation projects. As a result, a system has been 
developed which allows the disabled, particularly those in Beijing, to have access to an appropriate 
rehabilitation service. 
 
Meanwhile, there is still a large gap between the centre and local areas in terms of both the quantity and 
quality of the human resources of the rehabilitation service. Against this background, the Government 
of China made a request to the Government of Japan for the implementation of “Project for Human 
Resources Development of Rehabilitation in the Central and Western Regions in China” (the Project) as 
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a technical cooperation project aimed at disseminating the technical capacity and knowledge 
accumulated by the centre through past cooperation projects to rehabilitation workers inland (Central 
and Western Regions). In response to this request, the Government of Japan commenced the five-year 
Project in April, 2008. 
 

In the Project, remote education systems were installed at CRRC and rehabilitation centers at targeted 
sites; Shaanxi province, Chongqing city, Guangxi Zhuang Autonomous Region. Curricurams and 
education materials for the training for rehabilitation workers at the centres in the targeted sites were 
developed. One year training programs consist of live lectures and Web Based Training (WBT) are 
undertaken by lectureres at CRRC. 
 

1.2 Project Overview 

(1)Super Goal 
Improvement of the quality of the rehabilitation service provided and increase of the number of 
disabled people receiving the said service in the Central and Western Regions of China 
 
 (2) Overall Goal 
Improvement of the quality of the rehabilitation service provided and increase of the number of 
disabled people receiving the said service at three target sites 
 
 (3) Project Purpose 
Establishment of a new model system for human resources development for the rehabilitation service 
serving three target sites with the CRRC acting as the core base 
 
 (4) Outputs 
1) Establishment of a provincial level human resources development system through the 

establishment and utilisation of an integrated remote education system operating at the CRRC and 
three target sites 

2) Improvement of the a) theoretical knowledge, b) technical skills and c) problem solving capacity 
of provincial human resources involved in the rehabilitation service 

3) Training of core personnel at the provincial level to equip them with excellent guidance ability to 
provide guidance for base level personnel engaged in the provincial rehabilitation service 

4) Improvement of awareness of the importance of the rehabilitation service, including the 
importance of related knowledge, among base level personnel 

 
 (5) Inputs (as of November, 2012) 
1) Japanese Side 

a) Experts: Six long-term experts, including two specialising in rehabilitation education and 
education administration, and one chief advisor (also acting as a physiotherapist), have been 
dispatched by the time of the present evaluation. The total number of short-term experts 
dispatched during the same period is 40, including the chief advisor. 

b) Provision of equipment: Remote education equipment, equipment for technical training on 
rehabilitation and other types of equipment have been provided at a total cost of 56,820,000 
yen. 

c) Training in Japan: 61 project-related Chinese personnel have been trained in Japan by the time 
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of the present evaluation. 
d) Local cost: 39,560,000 yen to cover general administration expenses, business trip expenses, 

cost of supplies, interpretation and translation expenses and others 
2) Chinese Side 

a) Appointment of counterpart personnel (C/Ps): Chinese counterpart personnel have been 
deployed at all stakeholder organizations and the three target sites in China. 

b) Office space for the JICA expert team and provision of equipment: The project office and the 
remote education system management office have been set up at the CRRC while the remote 
education office has been set up at the rehabilitation centre at each of the three target sites. 

c) Local cost: 11,539,000 Yuan to cover the cost of establishing a suitable environment for 
project-related activities, network connection expenses and miscellaneous expenses at the CRRC 
and the three target sites. 

 

2. Outline of the Terminal Evaluation Team 

Members Ms. Mitsuko Kumagai, Deputy Director General. and Group Director for Higher 
Education and Social Security, Human Development Dept., JICA Team leader 
Mr. Masami Akai, National Rehabilitation Center for Persons with Disailities 
Mr. Hitoshi Maruyama, Professor, International University of Health and Welfare 
Mr. Tomohiro Kuwabara, Deputy Assistant Director, Social Security Division, 
Human Development Dept., JICA 
Mr. Toshihiro Nishino, Consultant, International Development Center of Japan Inc.

  Nov. 4, 2012 to Nov. 20, 2012 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 

3. Results of the Terminal Evaluation 

3.1 Verification of Project Performance 
 
(1) Status of Output Achievement 
 
Output 1: Achieved 
Even though the procurement/delivery of some equipment for the remote education system was delayed 
by some four months compared to the original plan, this delay was not substantial enough to adversely 
affect the progress of the training courses. As far as the implementation of the training courses is 
concerned, a system has been developed at the CRRC to facilitate trainer training and other training 
courses. The well planned and executed preparatory work included a lecture on guidance techniques for 
the training of trainers by a professor of the Capital Medical University (CMU) in Beijing. Four 
textbooks were prepared along with the training curricula and the provincial personnel training course 
and central personnel training course have so far been held three times and twice respectively with 85 
staff members of the CRRC comprising the core teaching staff for these courses. 
 
Output 2: Achieved 
The provincial personnel training course has so far been attended by 156 people. The trainees at the 
three sites and other people related to this training course have shown an extremely high regard for the 
effective, efficient and systematic teaching of theoretical knowledge through the remote education 
system. Based on the improved theoretical knowledge through remote education, many of the trainees 
have undergone practical training at their respective sites and training in Japan to learn more advanced 
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professional skills as well as approaches and ideas for social systems for rehabilitation and 
rehabilitation work. Such additional training has equipped the trainees with an improved ability to 
practice their rehabilitation work in general. To the eyes of the Japanese experts, trainees are now fully 
aware of the necessity to properly understand not only their own specialist fields but also specialist 
knowledge in other related fields. The newly acquired know-how and skills have been actively utilised 
by all of the former trainees at their workplaces at the three sites along with their participation in 
academic conferences and for the writing of academic papers. 
 
Output 3: Achieved 
Sixty-one people have so far participated in the core personnel training course. The improved guidance 
ability of these trained core personnel is the result of the significant contribution made by the process of 
reconfirming newly acquired knowledge and skills. To be more precise, this process includes 
preparations for and the practice of teaching as well as providing guidance for base level personnel and 
other related persons. 
Under the Project, base level personnel training has been organized seven times. In addition, many 
more base level personnel training sessions have been held by the federation and rehabilitation centre at 
each site. The training of personnel of stakeholder organizations has also been conducted along with 
other types of training. There has been a strong need for the training of base level personnel and the 
high rating of the training contents is illustrated by the numerous enquiries regarding forthcoming 
training sessions and offers for the trainees to obtain practical experience. The actual contents of the 
base level personnel training attended by the Japanese experts are generally satisfactory. 
 
Output 4: Achieved 
At the three target sites, 11 booklets and seven volumes of training materials, etc. were prepared and 
have been actively used for training and guidance at each site. The quality of these booklets, etc. 
prepared with the assistance of the Japanese experts and CRRC officials is high and they have proved to 
be very popular at each site. The number of base level personnel who have undergone guidance is 
satisfactory. 
The positive effects of the training and booklets include a) development of the ability of base level 
personnel to accurately judge those disabled people requiring rehabilitation, b) sufficient dissemination 
of information on projects and facilities where those disabled people requiring rehabilitation can 
receive the rehabilitation service and c) development of the critical foundations for the facilitation of 
capacity building at the base level as a result of accelerated exchanges and networking between local 
rehabilitation centres and base level personnel using the training as an opportunity. 
 
(2)   Status of Project Purpose Achievement: Achieved 
The project purpose of developing a new human resources development model at the three sites has 
been sufficiently achieved by fulfilling the set indicators. The Project was intended to training leading 
personnel at provincial rehabilitation organizations by means of utilising the human resources and 
know-how of the CRRC which is the leading body for the training of rehabilitation personnel in China. 
The actual processes conceived under the Project to train such leading personnel at the provincial level 
are a) systematic learning of theoretical knowledge through a remote education system, b) learning of 
practical skills, including clinical skills, through on-the-job training at the project sites, c) learning of 
highly professional skills and also of social system, concept and ideas of rehabilitation through training 
in Japan and d) strengthening of the problem solving and guidance capacity through the practical 
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application of the newly acquired knowledge and skills and actual practice as training instructors. 
Throughout the project period, constant review and improvement of the training contents, etc. have 
been conducted to build up the basic know-how based on the actual experience of the preceding training 
sessions. The relevant issues here include a) method and contents of assistance for the capacity building 
of individual trainees, b) desirable human resources development where a number of methods to assist 
capacity building are packaged to produce a synergy effect, c) desirable way to develop an environment 
for smooth capacity building typified by the offer of incentives for enrolment in training and d) 
desirable operation management method for the entire remote education system. Through these 
processes, a model has been developed where central level personnel train provincial level personnel 
while provincial core personnel train basic level personnel in a given province. In regard to the 
development of suitable training models for different types of human resources, the CRRC has 
concluded that the various human resources development efforts and activities implemented under the 
Project to suit the characteristics of the three sites can provide important lessons for future efforts to 
disseminate these models to various areas in the Central and Western Regions. Such evaluation of the 
Project by the CRRC suggests that the development of suitable training models for different types of 
human resources has been achieved to a certain extent. 
 
(3)   Status of Overall Goal Achievement. 
The planned improvement has been achieved at a certain level and further progress is likely to take 
place. 
The training of base level personnel by provincial core personnel, in turn trained under the Project, has 
produced the effect of widely disseminating the details of (a) the activities of rehabilitation-related 
organizations employing base level rehabilitation personnel, (b) outline of the national project to 
provide a free rehabilitation service and (c) screening method for disabled people requiring 
rehabilitation. Consequently, state of the rehabilitation service under the national project has changed 
from being under-subscribed to being over-subscribed, indicating the positive contribution of the 
Project to increasing the number of recipients of the rehabilitation service. Other progress made under 
the Project includes an increase of the number of recipients of the rehabilitation service provided by 
each centre and the establishment of community level organizations by the federations. A positive effect 
of the improved rehabilitation service has also been observed in many other forms. One example is that 
the active utilisation of the newly acquired know-how has led to the acceptance of severely and/or 
multiple disabled people who found it difficult to receive the rehabilitation service in the past. Another 
example is considerable improvement in terms of both guidance for family members and actual 
rehabilitation effects in relation to rehabilitation at home. 
In regard to the super goal, i.e. utilisation of the new model in other provinces in the Central and 
Western Regions, it is too early to evaluate the achievement status of this goal. While the issue of 
disseminating the model to other provinces will be examined by the China Disabled Persons’ Federation 
(CDPF) in due course, some relevant actions have been taken at the sites, including a preliminary 
attempt to find a way to collaborate with hospitals in other provinces. 
 
3.2 Summary of the Evaluation Results 
 
(1)   Relevance: High 
Rehabilitation for the disabled people has been a priority issue since midway through China’s 7th Five 
Year National Economic and Social Development Plan and its importance is again stressed in the latest 
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12th Five Year Plan (2011 – 2015). Meanwhile, the Project can be classified in the category of 
“realisation of sound social development” under the priority issue of “assistance for reform and 
liberalisation” of the Economic Cooperation Program for China (2001) of the Government of Japan. 
The Project is, therefore, highly relevant to the official policies of both the Government of China and 
the Government of Japan. The high level of relevance is also confirmed by a) the selection of this sector 
by Japan for technical cooperation, b) the introduction of remote education, c) the selection of a 
counterpart organization and d) the selection of target sites. This judgement is supported by such 
relevant facts as a) the existence of an extremely large number of rehabilitation specialists and the 
accumulation of rehabilitation know-how in Japan, b) the excellent prospect of remote education 
performing well when the number of target sites increases, c) the status of the CRRC as the highest 
training organization for rehabilitation specialists with abundant experience of cooperation by the JICA 
and d) the prospect of the three target sites with different backgrounds and specialities becoming 
reference sits for the continuation of human resource development on rehabilitation by the Chinese side 
after the completion of the Project in the Central and Western Regions where economic development 
relatively lags behind that of other regions. 
 
(2)   Effectiveness: High 
As described earlier, the project purpose has been achieved and it is clear that the successful outputs 
have contributed to the fulfilment of the project purpose. Outputs related to a) institutional 
development, b)  improved knowledge, skill and capacity regarding rehabilitation, c) improved 
guidance ability and d)  development of human resources at the base level have become important 
components and the status of each component has been reviewed and improved throughout the project 
period. Other reviewed and improved issues are a) desirable method and contents of assistance for the 
capacity building of individual trainees, b) desirable human resource development where a number of 
methods to assist capacity building are packaged to produce a synergy effect, c) desirable way to 
develop an environment for smooth capacity building and d) desirable operation management method 
for the entire remote education system. The framework for the training of core personnel through 
remote education and the training of base level personnel by trained core personnel has been realised as 
originally planned and the basic components of this framework should effectively function in future 
efforts to disseminate the training model to other provinces. 
 
(3)   Efficiency: High 
Both the Japanese side and the Chinese side have made sufficient inputs in terms of human resources, 
equipment and funding, contributing to the successful achievement of the planned outputs. These inputs 
are highly evaluated by all of the stakeholders. From the viewpoint of input-output relations, the Project 
is judged to have been efficiently implemented. Even though the progress of some activities had been 
slow, there has been no adverse impact on either the implementation schedule of the training courses or 
on the achievement of the planned outputs. 
 
(4)   Impact: High 
As described earlier, the Project has made an excellent contribution to the achievement of its overall 
goal and is expected to make further contributions. One particularly notable impact of the Project is that 
local centres have commenced their role of being core rehabilitation centres in their respective 
provinces as capacity building efforts have evolved from individual exercises to organizational 
exercises and activities. Such development has only been made possible by the simultaneous training of 



 

xv 

many people based on a common training framework and method at each centre and this organizational 
impact is truly significant. One district of Chongqing has seen new efforts to check children of 0 to 6 
years of age for any disability using the screening booklet. The fact that the Project has made this and 
other social impacts is highly evaluated. 
 
(5)   Sustainability: High 
 
1) Institutional Aspect 
The Government of China has firmly maintained its policy of prioritising rehabilitation and is expected 
to continue and develop related policies to fulfil its obligation to the people of China. Because of the 
fact that the target persons of the Project are working people, emphasis has been placed on the 
provision of appropriate incentives. When the scope of trainees is expanded to include those working at 
rehabilitation-related organizations other than the targeted centres in the same as well as other 
provinces in the coming years, the provision of incentives may well be crucial for the success of the 
training. It is, therefore, necessary to continue the efforts to provide concrete incentives. 
For the continuation and further development of the human resources training model using the remote 
education system as established under the Project, the collaboration of stakeholder organizations is 
indispensable, including collaboration between the CDPF and provincial federations and also 
collaboration between provincial federations and other organizations at the base of the administrative 
hierarchy with a stake in the rehabilitation of the disabled persons. It is hoped that efforts to consolidate 
such collaboration will continue. 
 
2) Financial Aspect 
Funding to cover the communication cost, which is the direct cost for the continuous use of the remote 
education system introduced under the Project at the three sites, is currently secured without any 
problems. The rehabilitation-related budget is said to be on the increase while other permanent costs, 
including the personnel cost, appear to be secured. As such, there are no special problems to note in 
regard to the financial aspect of the Project. 
 
3) Technical Aspect 
Some of the people involved in the Project at the target sites have expressed a desire for more advanced 
training courses. It is hoped that the CRRC will determine an appropriate response to this request 
through full consultation with the organizations concerned. It is also hoped that technological 
innovation of the equipment for remote education will be made in due course as part of the constant 
efforts to develop a better remote education system. 
 
(6)   Promoting and Impeding Factors Regarding the Realisation of the Planned Outputs 
 
1) Promoting Factors 

a) The Project has been implemented at a time when the Government of China has been actively 
promoting the nationwide development of the rehabilitation service for the disabled people. 

b) The human resources and accumulated know-how at the CRRC, which have become  valuable 
assets for Japan-China cooperation over many years, have been effectively utilised along with the 
use of the collaborative relationship between the CRRC and Japanese stakeholder organizations. 

c) There has been a synergy effect of three elements of the Project: (i) systematic learning of 
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knowledge through remote education, (ii) improvement of skills through the provision of 
guidance for individual trainees by experts and (iii) promotion of the understanding of systems 
and ideas through training in Japan. As training in Japan has facilitated the understanding of 
rehabilitation on the part of the participating senior officials of the target provinces, their active 
assistance has been obtained for the implementation of the Project and the development of the 
local rehabilitation service. 

d) At every site or centre, the fact that each target person for training is in the position of being 
assigned to an important post or a post responsible for new business development in line with the 
expansion or development of the organization has proved to be a strong incentive for their 
commitment to capacity building. 

e) In view of the fact that the target persons of the training under the Project are working people, 
careful arrangements are made to provide incentives for the participants. These incentives 
include the awarding of a certificate of training course completion and the awarding of provincial 
level adult education credits at some sites to those who have completed the training course. 

 
2) Impeding Factors 
While some of the people selected for training in Japan were unable to attend the training because of 
procedural problems, etc., their absence has not had any major negative impact on the Project. No other 
major impeding factors regarding the Project have been observed. 
 
3.3 Conclusions and Recommendations 
 
(1)   Conclusions 
The Project is quite ambitious in that it aims at expanding human resources development for the 
rehabilitation service to the base level through the effective utilisation of the assets of the CRRC 
accumulated under past cooperation projects to train core personnel at the provincial level. It is also an 
innovative project as it combines a remote education system with practical guidance in the field to 
ensure comprehensive capacity building. 
As a result of the Project, core personnel at the provincial level have been trained and some positive 
results have been achieved in terms of the training of base level personnel, an improved rehabilitation 
service at the base level and an increase of the number of recipients of the rehabilitation service. The 
Project has also built the momentum for each centre to actively pursue the launch of new rehabilitation 
work, reorganization of the service and collaboration with other organizations in view of providing a 
solid rehabilitation service. It is noteworthy that the Project has had a strong impact on the innovation 
and further development of rehabilitation work in the target areas. It is relevant to terminate the Project 
as planned since the Project Puropse has been achieved 
 
(2)   Recommendations 
1) Both the CDPF and CRRS should utilise the model established under the Project to actively 

disseminate the model to other provinces in the Central and Western Regions while selecting an 
appropriate system in view of the constant technological innovation of equipment for remote 
education. It will be crucial for such efforts to establish good collaboration/cooperation with the 
relevant organizations at the three target sites of the Project. 

2) The actual contents of the rehabilitation service can vary depending on the socioeconomic 
conditions of a given locality. As such, China should seek to develop its own rehabilitation service 
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which reflects the unique socioeconomic circumstances of the country as well as each locality. 
3) As the technological innovation of equipment for remote education is rapid, it is essential to 

constantly review the technical aspect and educational contents of remote education after the 
installation of a system, taking such innovation and associated expenses into consideration. 

4) The acceptance of remote education results as credits for national adult education and the awarding 
of some kind of certified qualification as incentives for remote education have not yet been 
realised. It is hoped that the awarding of national adult education credits to those completing a 
rehabilitation personnel training course will become a reality in the future through continual 
efforts, including the introduction of a new design for the training curriculum, to make such 
awarding easier. 

5) As the demand for excellent human resources is very strong at each centre, there will be a 
continuous need for remote education. There is also a strong demand at each centre for an 
advanced course aimed at those who have completed a basic course.  

6) The teaching materials for the remote education developed by central level were written only by 
the CRRC staff members. In previous JICA project with the CRRC, the materials for 
undergraduate courses had been developed in conjunction with the outside influential individuals, 
and these materials have been in utilized for the rehabilitation specialist training courses at more 
than 1000 schools nationwide. Such collaboration is worth considering. 

 
3.4 Lessons Learned 
 
(1) When selecting a target site for training, it is necessary to establish not only the characteristics of 

the area but also the likely number of trainee candidates in advance so that a sufficient number of 
trainees can be continually secured. 

(2) Even though no sufficient data is available on the likelihood of the success of efforts to expand the 
training course to include people working outside the centre, there are discussions at some sites to 
expand the scope of the participants of the remote education courses to include those working at 
universities, provincial/district organizations and hospitals. The underlying idea is that such 
expansion is feasible if suitable working arrangements are made with these bodies to allow their 
staff members to take a course. It is assumed that the provincial federation will play a central role 
in making such arrangements. As this expansion is desirable in principle, suitable efforts should be 
made taking the special circumstances of a particular site into consideration. 

(3) Some of the core personnel trained under the Project have expressed the opinion that Internet 
facilities to enable the downloading of the training contents freely will assist their learning at 
home, etc. as well as the training of base level personnel. Before introducing such environment, it 
is essential to develop rules for the secondary use of the contents as well as strict rules for the 
management of personal information, i.e. privacy rules. 
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第１章 終了時評価調査団派遣の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

中華人民共和国（以下、「中国」と記す）では、経済発展と交通量の増加により労働災害及び

交通事故が急増し、障害者数は急速に増え約 8,000 万人に達しているといわれている。また世界

保健機関（WHO）の予測によると、2020 年までに中国の高齢者は 2 億 5,000 万人に達し、リハビ

リテーションへのニーズは大幅に高まるとされている。これを受けて、中国政府は 2002 年に「2015
年までに障害者がだれでもリハビリテーションサービスを受けられるようにする」との目標を掲

げ、全国においてリハビリテーションサービス普及に向けたインフラ整備及び業務に従事する専

門職を養成している段階にある。わが国との協力により、1980 年代に無償資金協力により建設し

た中国リハビリテーション研究センター（CRRC）の設置のほか、その後の 2 度にわたる技術協

力プロジェクト等の実施を通して、北京を中心に障害者が適切なリハビリテーションサービスに

アクセスできる体制が整備されてきている。 
しかしながら、地方部と中央における関連人材の格差は質量ともに非常に大きい。このような

背景により中国政府は、過去の協力により中央に蓄積された技術や知見を内陸部（中西部地域）

のリハビリテーション従事者に普及することを目的とした技術協力プロジェクトの実施を、日本

政府に対して要請した。同要請を受け、JICA は 2007 年に事前評価調査を実施し、プロジェクト

の具体的内容を検討したうえで、2008 年 4 月から本プロジェクトを開始した。 
本プロジェクトでは、中央の CRRC 及び中西部地区の対象 3 サイト（陝西省、重慶市、広西チ

ワン族自治区）のそれぞれ陝西省リハビリテーションセンター、重慶市障害者総合サービスセン

ター、広西チワン族自治区障害者リハビリテーション研究センターに遠隔教育システム（テレビ

会議システム）を導入。同 3 サイトの各センターで働くリハビリテーション人材（社会人）を対

象としたカリキュラム・教材を開発し、CRRC 講師陣によるテレビ会議システムを利用したライ

ブ講義及び WBT（Web Based Training）等により構成される 1 年間の研修コースを実施している。 
今般、2013 年 3 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績、成果を評価、確認す

るとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び類似事業の実施にあたっての教訓を導く

ことを目的として終了時評価調査を実施した。 
 
１－２ 調査団の構成 

 担当分野 氏 名 所  属 

1 団長・総括 熊谷 晃子 JICA 人間開発部次長 

2 リハビリテーション医療 赤居 正美 
国立障害者リハビリテーションセンター 
病院長 

3 リハビリテーション人材育成 丸山 仁司 国際医療福祉大学 保健医療学部長・教授 

4 協力企画 桑原 知広 JICA 人間開発部社会保障課 副調査役 

5 評価分析 西野 俊浩 株式会社国際開発センター 主任研究員 

 

１－３ 主要面談者 

付属資料１－３のとおり。  
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１－４ 調査日程 

調査期間：2012 年 11 月 4 日（日）～2012 年 11 月 20 日（火） 

日順 月日 熊谷団長 丸山団員 赤居団員 桑原団員 西野団員 

1 11/4 日     東京 → 北京 

2 11/5 月     
JICA 中国事務所打合せ 
CRRC 打合せ 

3 11/6 火     
北京 →重慶（CA1429） 
重慶センター成果報告・協

議 

4 11/7 水     
重慶センター成果報告・協

議 
重慶 →南寧（CZ3479） 

5 11/8 木     

南寧センター成果報告・協

議 
南寧センター成果報告・協

議 

6 11/9 金     
南寧センター成果報告・協

議 
南寧→19:15 北京（CA1486）

7 11/10 土     資料整理 
8 11/11 日   東京 → 北京 資料整理・団内打合せ 

9 11/12 月  
東京 

→ 北京 
午前：JICA 中国事務所打合せ 
午後：CRRC 成果報告・協議 

10 11/13 火  
午前：北京 → 西安（CA1289） 
午後：陝西センター成果報告・協議 

11 11/14 水 
東京 

→ 北京 
午前：陝西センター成果報告・協議 
午後：西安 → 北京（CA1202） 

12 11/15 木 団内打合せ・資料整理（ミニッツ案作成・翻訳） 

13 11/16 金 
午前：CRRC ミニッツ協議 
午後：CRRC ミニッツ協議 

14 11/17 土 
資料整理（ミニッツ案

作成・翻訳） 
北京 

→ 東京
資料整理（ミニッツ案作成・翻訳） 

15 11/18 日 
資料整理（ミニッツ案

作成・翻訳） 

 

資料整理（ミニッツ案作成・翻訳） 

16 11/19 月 
協議 
協議・署名 

北京 
→ 東京

午前：CRRC ミニッツ協議 
午後：CRRC ミニッツ協議・署名 

17 11/20 火 

JICA 事務

所報告 
大使館報

告  

午前：JICA 事務所報告 
大使館報告 

北京→ヤ

ンゴン 
北京 → 東京 
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第２章 終了時評価の方法 
 

本調査では、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」に沿って、プロジェクトにおいて作成さ

れたプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に基づいて評価を行

った。 
 
２－１ 評価調査の手法 

本終了時評価調査は、以下の手法を用いて実施された。 
 
（1）資料レビュー、評価グリッドの作成 

国内準備期間中に、PDM をはじめとするプロジェクトドキュメント、技術協力プロジェク

ト実施運営総括表、中間レビュー報告書、プロジェクトが作成した参考資料・報告書等をレ

ビューして現地での調査項目・評価設問及び情報収集方法を検討し、評価デザインとして評

価グリッド（付属資料１－１参照）を作成した。 
 
（2）質問票の作成・回収 

現地調査、国内関係者インタビューに先立ち、評価分析団員が評価グリッドを基に、カウ

ンターパートや各サイト関係者、中核人材（遠隔教育コース受講者）、日本人専門家など関

係者に対する質問票を作成し、現地調査時（あるいは、事前に書面で）回答を回収し、分析

を行った。 
 
（3）プロジェクト関係者との面談、聞き取り調査、現地視察 

本調査は、中国側関係者（中国障害者連合会及び CRRC 関係者）と合同で実施した。 
上記質問票調査を活用し、また補う形で、現地にてカウンターパートや日本人長期専門家

など関係者に対する聞き取り調査及び関係資料の収集を行った。また、対象 3 サイト（陝西

省、重慶市及び広西チワン族自治区）を訪問し、省連合会・センター関係者及び中核人材（遠

隔教育コース受講者）に対して聞き取り調査を行った（付属資料１－３参照）。 
 
（4）中国障害者連合会及び CRRC への報告 

本調査結果を合同評価チーム内で検討し、協議議事録案（和文、中文）として取りまとめ

た。2012 年 11 月 19 日に中国障害者連合会及び CRRC 関係者に対して、評価結果の報告を行

うとともに、参加者の承認を得て日本側調査団代表と中国側調査団代表との間で協議議事録

の署名・交換を行った。 
 
（5）終了時評価報告書の作成 

協議議事録を踏まえて、本報告書を取りまとめた。 
 
２－２ 主な調査項目とデータ・情報収集方法 

本終了時調査における主要調査項目は評価グリッド（付属資料１－１）に示すとおりである。

具体的な調査項目・情報収集方法は下記のとおりである。  
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（1）実績の確認 
PDM に基づき、投入・活動実績、成果及びプロジェクト目標の達成度、上位目標の達成見

込みを確認した。投入・活動実績に関しては、CRRC 及び各サイトセンターの関係者から入

手した資料及び関係者へのインタビューにより確認を行った。成果及びプロジェクト目標の

達成度、上位目標の達成見込みに関しては、PDM の指標に沿って情報・データを収集する

と同時に関係者へのインタビューを行った。 
 
（2）実施プロセスの確認 

評価グリッドに基づいて、関係者へのインタビューにより、進捗モニタリング、意思決定

過程、コミュニケーション、オーナーシップ、上位機関の参加度、合同調整委員会（Joint 
Coordinating Committee：JCC）の機能などに関する情報・データを収集した。中間レビュー

において指摘された課題の改善状況に関しても確認を行った。 
 
（3）5 項目評価 

以下の 5 項目の視点から実施した。 
項 目 視 点 

妥当性 

プロジェクトの計画内容は受益者のニーズと合致しており必要性が高

いか、相手国の開発政策及び日本の援助政策と整合性があり高い優先度

が認められるか、また、対象分野・セクターの問題や課題の解決策とし

て適切かなどを評価する。 

有効性 
プロジェクトで計画した効果（プロジェクト目標）は達成されているか、

また、それはプロジェクトの成果の結果もたらされたものかなどを評価

する。 

効率性 

アウトプットもしくはプロジェクト目標について、より低いコストで達

成する代替手段はなかったか、あるいは同じコストでより高い達成度を

実現することはでなかったか、また、投入はタイミングよく実施された

かなどを評価する。 

インパクト 
プロジェクトで計画した長期的・間接的な効果（上位目標）は達成され

る見込みか、予期していなかった社会経済的な正・負のインパクト（波

及効果）はあるかなどを評価する。 

持続性 
プロジェクトがめざしていた効果（プロジェクト目標、上位目標）は協

力終了後も持続する見込みかについて、技術・組織・財務などの視点か

ら評価する。 
 

5 項目評価については、評価グリッドを用いて、評価 5 項目それぞれに関し設問事項を設

け、CRRC 及び各サイトセンターの関係者から入手した資料及び関係者へのインタビューに

より分析を行った。 
 
（4）促進・阻害要因の抽出 

収集したデータ等を分析し、プロジェクト実績の貢献・阻害要因を抽出した。 
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（5）提言と教訓 
評価結果を踏まえ、提言と教訓を導いた。 

 



 

－6－ 

第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 
３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側の投入 
（1）専門家の派遣 

長期専門家 6 名、短期専門家延べ 40 名（2008 年度 7 名、2009 年度 11 名、2010 年度 12
名、2011 年度 8 名、2012 年度 2 名）が派遣された（詳細は付属資料１－６参照）。 

 
表３－１ 専門家の派遣実績 

 2008 2009 2010 2011 2012 合 計 

長期専門家 2 名  2 名 2 名   6 名 

短期専門家 7 名 11 名 12 名 8 名 2 名 40 名 
注：長期専門家は年度をまたいで派遣されているため、派遣開始時期によりカウントを実施。 

 
（2）本邦（訪日）研修 

2008 年度 12 名、2009 年度 10 名、2010 年度 14 名、2011 年度 16 名、2012 年度 9 名、計

61 名の研修員が派遣されている（詳細は付属資料１－７参照）。 
 

表３－２ 本邦（訪日）研修受入実績 

 2008 2009 2010 2011 2012 合 計 

長期研修 4 名 2 名     6 名 

幹部研修 8 名   8 名  16 名 

基礎研修  8 名 8 名   16 名 

応用研修   6 名 8 名 9 名 23 名 

合 計 12 名 10 名 14 名 16 名 9 名 61 名 

 
（3）供与機材 

遠隔教育システムに関する機材計 473 万 5,000 元（5,682 万円）が、2009 年度（389 万

8,000 元）及び 2010 年度（83 万 7,000 元）に供与された（詳細は付属資料１－12 参照）。 
 

（4）在外事業強化費の負担 
在外事業強化費計 3,956 万円（2008 年度 412 万 4,000 円、2009 年度 552 万円、2010 年度

875 万 5,000 円、2011 年度 1,120 万 1,000 円、2012 年度 996 万円、2012 年度は計画値）が

支出された（詳細は付属資料１－13 参照）。 
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３－１－２ 中国側の投入 
（1）カウンターパート等の配置 

中央の組織である中国障害者連合会及び 3 サイトの障害者連合会、CRRC、3 サイトのリ

ハビリテーションセンターからメンバーが選定された（詳細は付属資料１－２参照）。 
 

（2）施設及び資機材の提供 
CRRC 内に、日本人専門家用プロジェクト事務室及び遠隔教育システムの管理室、3 サ

イトのリハビリテーションセンター内に遠隔教育実施室などが整備された。 
 

（3）ローカルコスト 
プロジェクト開始から終了時評価までに CRRC 及び 3 サイトのリハビリテーションセン

ターが支出したローカルコストの合計は 1,153 万 9,000 元（約 1 億 3,800 万円、1 元＝12 円

で換算）である。主な支出項目は、①教室・LAN 等整備、パソコン等購入、②ネットワー

ク接続費、③出張・便宜供与・車両、本邦研修関連学費等である（詳細は付属資料１－13
参照）。 

 
３－２ 成果の達成度 

成果 1「CRRC 及び 3 サイトにおける総合型遠隔教育システムの整備・活用を通して、新しい省

級人材養成体制が整備される」：達成された 
 

指 標 判断基準・方法 調査結果 

１．総合型遠隔教育システムの

設置状況 
遠隔教育システム設置

状況：計画実績対比 
2011 年 6 月～7 月に遠隔教育システ

ム（パソコン、スクリーン、サーバ

ー、通信機器等）が CRRC 及び 3 サ

イトの各センターに設置された（供

与機材詳細は付属資料１－12 参照）。

設置は当初計画よりも 4 カ月遅れた

が、大きな問題とはなっていない。

指標は達成されている。 
２．整備された総合型遠隔教育

システムの活用度（稼働時間、

利用頻度など） 

活用度（稼働時間、利

用頻度など） 
省級・中核人材育成コースをはじめ

とする遠隔教育の実施に活用されて

いる。実績は付属資料１－８に示す

とおり。指標は達成されている。 
３．総合型遠隔教育システムの

保守・運営要員の配置状況 
保守運営要員配置状況 CRRC 担当者は第 1 期 126 回：253 時

間、第 2 期 87 回：174 時間、第 3 期

86 回：172 時間の対応を実施。サイ

トにおいては、シフト制導入等の適

切な対応を実施。指標は達成されて

いる。 
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４．カリキュラムの作成状況 カリキュラム作成実績 カリキュラムは計画どおりに作成さ

れた。また、初回内容に対する意見

を踏まえて時間短縮等の修正が行わ

れた。研修受講者のカリキュラムに

対する評価は高い。指標は達成され

ている。 
５．開発された総合型遠隔教育

用を含む教材の数と内容 
教材数・内容の評価 十分なレベルにあると受講者から評

価されている。コース教科書 4 冊、

900 コマの WBT 用講義資料、試験問

題を 4,000 作成。指標は達成されてい

る。 
６．プロジェクトの必要に応じ

て養成された遠隔教育実施に

携わる教員の数 

育成教員数（及び質） 85 名の講師が養成されている。指標

は達成されている。 

 
北京及び 3 サイトにおける遠隔教育システムの設置は一部機材の調達・納入が計画比 4 カ月遅

れたが、予定どおり設置されており研修コースの進行を妨げるほどの影響は出ることはなかった。

研修コースの実施にあたっては、CRRC 内に講師教育・コース展開のための体制が構築され、首

都医科大学教授による指導方法の講習、講師向け研修等の十分な準備が行われた。大学向け教科

書作成実績・ノウハウ等の過去の協力プロジェクトの成果を活用することで、コース教科書 4 冊

（総合リハビリテーション学、理学療法学、作業療法学、言語聴覚療法学）、カリキュラム、900
コマ分の WBT 用講義資料、試験問題 4,000 が計画どおり作成された。過去の協力プロジェクト

により育成された人材を中心に、CRRC14 部署から参加した教授陣 85 名がコースの講師となり、

これまでに省級人材養成コース 3 回（2009、2010、2011 年度）、中核人材養成コース 2 回（2011、
2012 年度）が実施された。 

各サイトの受講者に対するインタビューによれば、コース内容・講師陣に対する評価は高い。

北京及び 3 サイトにおける遠隔教育機材の管理者に対する研修等も行われている。CRRC 担当者

は、省級人材育成コースの実施において、第 1 期 126 回 253 時間、第 2 期 87 回 174 時間、第 3
期 86 回 172 時間の準備、対応を実施し、コースは円滑に運営された。 

 

表３－３ 省級人材養成コースの概要・開催実績 

 第 1 期 第 2 期 第 3 期 
期 間 2009.09.21～

2010.09.06 
2010.09.27～

2011.09.13 
2011.09.28～
2012.08.17 

時限数（時限）  ※1 時限は 45 分間。 
合 計  640 490 490 
総合課程 ライブ 理論 77 46 46 

WBT 理論 123 113 113 
 小計 200 159 159 
PT 課程 ライブ 理論 24 20 18 
 実技 44 34 34 

WBT 理論 102 84 86 
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 小計 170 138 138 
OT 課程 ライブ 理論 20 20 20 
 実技 48 28 28 

WBT 理論 102 73 73 
 小計 170 121 121 
ST 課程 ライブ 理論 12 14 14 
 実技 28 12 12 

WBT 理論 60 46 46 
 小計 100 72 72 

PT：Physiotherapist（理学療法士） 
OT：Occupational Therapist（作業療法士） 
ST：Speech-Language-Hearing Therapist（言語聴覚療法士） 

 
表３－４ 中核人材養成コースの概要 

時限 講義内容 
第 1 講 リハビリテーション医学及びリハビリテーション医療学の教育方法 
第 2 講 医療機関におけるリハビリテーション管理 
第 3 講 講義資料の作成方法及び実例（1） 
第 4 講 講義資料の作成方法及び実例（2） 
第 5 講 臨床医療によく使われる統計学方法（1） 
第 6 講 臨床医療によく使われる統計学方法（2） 
第 7 講 リハビリテーション分野の科学研究設計及び実例 
第 8 講 リハビリテーション症例分析と実施計画（1） 
第 9 講 リハビリテーション症例分析と実施計画（2） 
第 10 講 リハビリテーション症例分析と実施計画（3） 

 
表３－５ 中核人材養成コースの開催実績 

 第 1 期 第 2 期 
期 間 2011.04.12～2011.07.26 2012.03.27～2012.07.24 
回 数 10 回（1 回は 90 分） 10 回（1 回は 90 分） 

受講生 
計 29 名 

（陝西 13 名、重慶 8 名、広西 8 名）

計 32 名 
（陝西 16 名、重慶 8 名、広西 8 名）

 
省級人材養成コース（第 1 回）の結果を踏まえて課題として挙げられた、①研修時間数の短縮

と実技部分の強化、②システム保守運営の強化、③首都医科大学の電子図書館利用の確保、④講

師と受講生の情報共有、に関しても、長期専門家と CRRC の協議を踏まえて、適切な対応がとら

れている。具体的な対応例としては、以下が挙げられる。 
① 省級人材養成コース研修時間が 640 時限から 490 時限に短縮された 
② （使用時間の制限が依然としてあるサイトが存在する一方、）その他サイトでは、管理者

のシフト制を取り入れて使用時間の利便性向上が図られた 
③ ネットを通しての掲示板の活用が進められた 
症例検討会の実施等、その他研修にも適宜システムが活用されており、システムの活用度は高
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い。また、両遠隔教育コースのほかに、各対象 3 サイトおける省級人材指導計 36 回、CRRC にお

ける対象 3 サイトの中核人材研修計 3 回、北京における省級人材等指導計 14 回も実施された。

したがって、成果 1 は達成された。 
 
成果 2「省級人材のリハビリテーションにかかわる①理論知識、②技術技能、③問題解決能力が

向上する」：達成された 
 

指 標 判断基準・方法 調査結果 
１．リハビリテーションに関す

る研修を終了した省級人材の

数 

習熟度評価テスト結

果、養成省級人材数（及

び評価） 

計 156 名が研修を受講した。十分な

水準にある。指標は達成されている。

２．研修終了者に対する第三者

の評価（臨床能力） 
第三者評価 本調査中に実施した日本人専門家 2

名、CRRC 講師及び各サイトセンタ

ー幹部に対するヒアリングによる

と、研修終了生のリハビリテーショ

ン概念に対する理解の深化と臨床能

力の向上が認められる。 
指標は達成されている。 

３．省級人材の各種学会参加・

発表、論文の数 
学会参加・発表、 
論文数 

各サイトにおいて、計画的に研修会、

学会等への参加に取り組んでおり、

十分な水準にある。論文実績は陝西

約 40、重慶約 15、広西約 6。（重慶）

20 人余が各種の学術会議へ参加。指

標は達成されている。 
 

省級人材養成コースを 156 名が受講している。テストに参加しなかった 1 名（省級人材養成コ

ース第 3 期）を除き全員が終了テストに合格しており、テスト得点から見た理論知識及び技術技

能の水準は十分に満足できる水準にある。研修以前、受講者のリハビリテーションに関する理論

知識の水準が必ずしも高くなかったこと、医療に関する専門性を有しない受講者も少なくなかっ

たこともあり、遠隔教育システムを通じて系統的な理論知識の習得が効果的かつ効率的に図られ

た点について、3 サイトの受講者及び関係者の評価は極めて高い。受講者の教育水準やバックグ

ラウンドが多様なことから、教育の成果には個人差がみられることも事実であるが、能力レベル

の向上は顕著であり、さらなる能力向上を図るための基盤が確実に形成されたと評価されている。

遠隔教育を通じて向上した理論知識をベースに、各サイトにおいて、実地研修による技術技能の

指導（事前に十分にサイト関係者のニーズを把握したうえで実施）、本邦（訪日）研修において、

より専門的な技術技能の習得やリハビリテーションに関する社会システム・リハビリテーション

業務に関する姿勢や考え方に関する学習が付け加えられたことで、リハビリテーション能力全体

の効果的な能力向上が可能となった。個々の省級人材がおのおのの専門分野だけでなく、他の専

門的知識を理解する必要性を十分認識している（PT が OT や ST の関連教材の入手を希望するな

ど）こと等、日本側専門家の目から判断しても、十分な能力開発が図られたと考えられる状況に

ある。CRRC 講師及び各サイトセンター幹部に対するインタビューによると、臨床能力に関して

も十分な向上が認められる。 
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また、習得したノウハウ・スキルの職場（センター内）における活用（及び試行錯誤）もすべ

てのサイトにおいて積極的に行われている。習得した知識・スキルの実際の活用例としては以下

が挙げられる。 
 

習得した知識・スキルの実際の活用例 
・国際生活機能分類（International Classification of Functioning, Disability and Health：ICF）の理

念を取り入れ、社会的なアプローチを導入、家族教育を強化。 
・全面評価→分析→問題抽出→課題設定→実践の流れを確立。 
・リハビリテーションによる機能改善に向けた細分化されたステップとステップアップするた

めの方法・構成条件を整理し計画を立案し指導を実施。計画を基に家族とのコミュニケーシ

ョンを強化。 
・家庭訪問モデル活動の展開。 
・センターに来られない障害者親子（自閉症・知的障害）各 20 組に対する在宅リハビリテー

ションに関する 5 日間の合宿コースを開催。 
・脳性まひ児童のリハビリテーションに Bobath 法を活用。 

 
省級人材の学会への出席（重慶では、20 名以上が各種の学術会議へ参加）、論文執筆も積極的

に行われた。論文実績は、陝西約 40、重慶約 15、広西約 6 がそれぞれ確認されている。また、

陝西では、コース受講者のうち 2 名が、中国障害者連合会社会サービスセンターが運営する「中

国リハビリテーション人材バンク」に新たに登録された。同人材バンクは、中国において国家プ

ロジェクトを実施する際のメンバー候補（各省のリハビリテーションに関する専門家）を分野別

に登録するものであり、今後のさらなる活躍が期待できる状況にある。したがって、成果 2 は達

成された。 
 
成果 3「省級において基層レベルを指導する中核人材が養成され指導能力が高まる」：達成され

た 
 

指 標 判断基準・方法 調査結果 
１．教授法の研修を終了した

中核人材の人数 
中核人材育成数 
 

計 61 名が研修を受講した。十分な水準に

ある。指標は達成されている。 
２．研修終了者に対する第三

者の評価（教育能力） 
第三者評価 日本人専門家 2 名、CRRC 講師及び各サ

イトセンター幹部に対するヒアリング及

び基層人材研修参加者向けアンケート結

果によると、いずれのサイトにおいても

積極的な活動を行っており、評価は高い。

指標は達成されている。 
 

中核人材養成コースに 61 名が受講し全員が合格している。中核人材養成コースの受講に加え

て、また、基層人材や関係者に対する教育指導の実践及びその準備を通じて、学習した知識・技

能の再確認を行う機会があったことも、中核人材の指導能力向上に大きく寄与している。 
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プロジェクトにおける基層人材向け研修の概要・開催実績 

（1）2010.09.16～09.20 広西障害者リハビリテーション研究センター 
「小児脳性まひリハビリテーション治療研修会」参加人数：約 100 名 

（2）2011.07.25～07.28 陝西省障害者リハビリテーションセンター 
「中枢神経系統リハビリテーション研修会」参加人数：約 60 名 

（3）2011.08.03～08.05 重慶市障害者総合サービスセンター 
「小児リハビリテーション治療技術研修会」参加人数：約 140 名 

（4）2011.09.17～09.19 広西障害者リハビリテーション研究センター 
「小児脳性まひ OT 治療研修会」参加人数：約 150 名 

（5）2012.05.09～05.11 重慶市障害者総合サービスセンター 
「障害者児童のリハビリテーション、スクリーニングと訓練研修会」参加人数：約 190 名

（6）2012.05.15～05.17 陝西省障害者リハビリテーションセンター 
「基層リハビリテーション人材研修会」参加人数：約 80 名 

（7）2012.07.13～07.15 広西障害者リハビリテーション研究センター 
「児童語言リハビリテーション治療研修会」参加人数：約 90 名 

 
プロジェクトにおいて、計 7 回の基層人材向け研修が実施されたほか、各サイトの連合会及び

センターの主催により、基層人材向け研修が数多く実施された。また、関係機関〔最上級（3 級

甲）クラスの機関を含む〕からの実習生受入れや各種研修も実現している。基層人材向け研修ニ

ーズは極めて高く、次回研修開催の問合せや実習生の受入希望も数多くみられるなど、研修内容

に対する評価は高い。日本人専門家が参加した基層人材向け研修においても、中核人材の教授能

力（発表資料の構成、プレゼンテーション方法）に向上がみられるなど、おおむね満足できる水

準にある。また、中核人材のさらなる能力向上を目的として、自主勉強会や講師を招いた研修会

等も積極的に行われている。したがって、成果 3 は達成された。 
 
成果 4「基層レベルにおいてリハビリテーション及び関連知識の認識が高まる」：達成された 
 

指 標 判断基準・方法 調査結果 

１．基層人材のリハビリ

テーション関連知識認

識度 

養成省級人材知識認

知度、関係者評価 
中核人材向けヒアリングによると1、基層人

材のリハビリテーションに関する知識水準

は大幅に高まっている。指標は達成されてい

る。 

２．中核人材が作成・改

善した基礎レベルに対

する関連資料（カリキュ

ラム、教材、広報・啓発

用媒体）の数 

関連資料（カリキュ

ラム、教材、広報・

啓発用媒体）の数 

計 11 種類（陝西 2、重慶 5、広西 4）の小冊

子、研修資料等計 7 冊（陝西 2、重慶 2、広

西 3）が作成された。十分なレベルにある。

指標は達成されている。 

                                                        
1 重慶市障害者サービスセンターにおける中核人材へのインタビュー（2012年11月7日実施）では、基層人材研修（2012年5月

9日～11日実施）の受講生の反応として、「西部は基層のリハビリが医師を含めてまだ遅れているので、内容は大きく役立っ

た。収穫は大きかった」との回答があった、という発言あり。また、広西障害者リハビリテーションセンターにおける中核

人材へのインタビュー（2012年11月8日実施）では、中核人材が「社区におけるリハビリ調整員は（リハビリテーションの）

基礎知識のない人が多いが、基礎知識が徐々に広まりつつある」と回答している。 
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３．中核人材より指導を

受けた基層人材の数 
（研修受講）指導基

層人材数 
（陝西）センター主催で 5～6 回の研修会を

開催、社区の医師を中心に 200～300 名参加。

（重慶）基層向け研修 38 区・県から参加、

教材利用者 400 名、小冊子利用者 2 万人。 
（広西）100 の社区に指導実施。1 万 3,000
名のコミュニティリハビリ調整員に対して

研修。直接間接に約 10 万人の障害者にサー

ビス提供。2012 年 8 月にリハビリ科全員が各

市県で 1 日研修実施。50～80 人規模。毎年

20 組の家庭への個別支援実施。自治区内の各

病院・リハビリ機構を対象として、特定テー

マ研修会を開催、300 名の関係者が参加。 
積極的に基層人材研修が実施されており、十

分な水準にある。指標は達成されている。 
４．中核人材（指導する

側）の基層人材（指導さ

れる側）に対する評価 

基層人材への評価・

関係者評価 
中核人材向けヒアリングによると、評価は高

い。基層研修への参加希望も多い。指標は達

成されている。 
５．関連資料のユーザー

（リハビリテーション

人材、障害者、家族等）

による評価 

ユーザー（リハビリ

テーション人材、障

害者、家族等）によ

る評価 

スクリーニング2を中心にさまざまな形で活

用されており評価は高い。指標は達成されて

いる。 

 
各対象 3 サイトにおいて、リハビリテーション小冊子計 11 冊（陝西 2、重慶 5、広西 4）、研修

資料等計 7 冊（陝西 2、重慶 2、広西 3）が作成された（詳細は付属資料１－11 参照）。小冊子は

各サイトにおいて研修・指導等で積極的に活用されている。専門家及びCRRC担当者の支援の下、

受講者に適した教材仕様の工夫がなされるなど、質の高い小冊子が作成されている。 
中核人材育成の進展を受けて、各サイトの連合会・センターにおいて積極的に下層人材研修が

開催されており、指導を受けた基層人材（及び障害者・家族）の規模も高いレベルにある。プロ

ジェクトによって収集された基層人材向けのアンケート3結果（詳細は付属資料６参照）では、中

核人材による研修に関して高い評価が示されている。各サイトにおける活動状況は以下に示すと

おりである。 
  

                                                        
2 社区レベルの障害者連合会を中心に実施される0～6歳の小児向けの障害有無判別のための調査。 
3 陝西省障害者リハビリテーションセンターによる「基層リハビリ人材研修会」（2012年5月15日～5月17日開講）参加者計約

80名中48名が回答。重慶市障害者サービスセンターによる「障害者児童のリハビリ、スクリーニングと訓練研修会」（2012
年5月9日～5月11日開講）参加者約190名中125名が回答。広西障害者リハビリテーションセンターによる「児童語言リハビ

リ治療研修会」（2012年7月13日～7月15日開催）参加者約90名中45名が回答。 
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各サイトにおける活動状況 

（陝西）連合会が実施する社区におけるスクリーニングに参加、指導実施。センター主催で 5
～6 回の研修会を開催、社区の医師を中心に 200～300 名参加。 

（重慶）基層向け研修 38 区・県から参加、教材利用者 400 名、小冊子利用者 2 万人。 
（広西）100 の社区に指導実施。1 万 3,000 名のコミュニティリハビリテーション調整員に対し

て研修。毎年 20 組の家庭への個別支援実施。自治区内の各病院・リハビリテーション

機構を対象として、特定テーマ研修会を開催、300 名参加。直接間接に約 10 万人の障害

者にサービス提供。 

 
また、これまで各サイトのセンターの担当者は自分自身のリハビリテーション知識ノウハウが

不十分であることを自覚していたことから、基層人材への指導も自信のないまま行っているケー

スもみられたが、プロジェクトを通じて習得した知識・ノウハウを基に積極的な指導が実施でき

るようになった。 
こうした研修及び小冊子の効果として、 
① 基層人材が、リハビリテーションが必要な障害者を正確に判断できるようになったこと 
② リハビリテーションを受けることが必要な障害者がリハビリテーションを受けることの

できるプロジェクト・施設に関する情報が十分に広まったこと 
③ 研修を機会に各センターと基層人材との交流促進、ネットワーク構築が進み、基層レベル

における能力向上を促進するための重要な基盤が形成されたこと 
等が挙げられる。中核人材向けインタビューによれば、基層人材の知識水準はもともとかなり低

い水準にあったことから、今後もさらなる向上が必要であることは疑いがないが、現時点におけ

る向上状況は十分なレベルにある。したがって、成果 4 は達成された。 
 
３－３ プロジェクト目標の達成度 

「CRRCを中核として対象 3サイトにおけるリハビリテーション人材養成の新しいモデルシステ

ムが整備される」：達成された 
 

指 標 判断基準・方法 調査結果 
１．3 サイトに対する遠隔教

育コース実施時間数（約 600
時間/年） 
 

遠隔教育コース実施時

間数（約 600 時間/年） 
省級人材コースの時間数が第 1 期の

640 時間から第 2 期以降は第 1 期の受

講生の意見を反映し、490 時間に短縮

された。中核人材コースは 15 時間で

あり、2011 年度実績は 500 時間強。約

600 時間という当初目安時間の約

83％を達成しており、おおむね達成さ

れていると判断できる。 
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２．総合型遠隔教育コースを

通じて養成された省級人材

の中核人材としての認知度 

省級人材の中核人材と

しての認知度 
専門家・CRRC 講師及び各サイトのセ

ンター幹部に対するヒアリング及び

基層人材研修参加者向けアンケート

結果によると、いずれのサイトにおい

ても省級人材の中核人材としての認

知度は高い。十分なレベルにある。 
３．さらにそのなかから中核

的役割を担う人材（育成され

た人材の数） 

中核人材育成数 中核人材養成コースに計 61 名が研修

を受講し全員が修了した。 

 
設定された各指標は達成されており、プロジェクト目標は達成されたと判断できる。すなわち、

中国におけるリハビリテーション人材育成のトップ機関の一つである CRRC の人材・ノウハウを

活用し、省レベルのリハビリテーション機関の中核人材の育成を、 
① 遠隔教育システムによる系統的な知識理論習得（指標１に関連） 
② サイトにおける実地研修による臨床技術を含むスキルの習得（指標２、３に関連） 
③ 訪日（本邦）研修による高度な専門性の習得とリハビリテーションに関する社会システム

や理念・考え方の習得（指標２、３に関連） 
④ 習得した知識・スキルの実践と研修講師の経験を通じた問題解決能力・指導力の強化（指

標２、３に関連） 
を通じて実践するという「3 サイトにおける人材養成の新しいモデルの整備」は、十分に達成さ

れた。これによって、中央から省レベル、地方各レベルへ波及していく人材養成のネットワーク

化された基本的なモデルが形成された。中核人材が十分な能力向上、基層人材の育成及びリハビ

リテーションの普及も進んでいることは「モデル」の有効性を示している。 
また、初期のコースの経験を踏まえて、 
① 省級・中核人材養成コースの研修時間・研修内容の改善に代表される、個別の能力向上支

援内容のあり方 
② 複数の能力向上支援方法がパッケージとして相乗効果が上がるような人材育成のあり方 
③ 社会人である受講者に対する能力向上に対するインセンティブの供与に代表される、円滑

に能力開発が進むような環境のあり方 
④ 遠隔教育システム全体の運営管理方法のあり方 

についても、プロジェクトの課題を踏まえて、検討、改善が行われており、基本となるノウハウ

の蓄積が図られた。さらに、プロジェクトを通じて、CRRC 及び日本の専門機関・専門家との関

係が構築されたことは、地方レベルのセンターにとって人材育成を進めるうえで重要な財産とな

っている。その意味において、プロジェクト目標の達成度は高い。 
今後本プロジェクトにおいて構築された「モデル」を中西部他省に普及するにあたっては、採

用する遠隔教育システム等（もしくは省・地域によってはコストと便益の比較の観点から遠隔教

育システム採用そのものの妥当性を含めて）、その内容が対象地域の状況を踏まえて変化するこ

とが予想されるが、そのいかんにかかわらず、本プロジェクトにおいて構築された「モデル」（コ

ンテンツや教学内容等を含む）は応用して活用することが可能であり、それを利用することが十

分に有用であると判断できる。 
なお、プロジェクトの対象となった 3 地域は、おのおのが異なる特徴・タイプを有しており、
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3 サイト以外の中西部への「モデル」の効率的な拡大を図る観点から、タイプごとの適切な人材

育成のあり方等の「モデルのタイプ別整理」を行うことも期待された。 
CRRC は、本プロジェクトにおいて、3 サイトの特色にあわせて行ったさまざまな展開・活動

は今後中西部の多様な地域に「モデル」を普及するにあたって重要な教訓となり得ると評価して

いることから、タイプ別のモデル整備に関しても一定程度達成されたものと考えられる。例えば、

「リハビリテーション専門機関では地域内の効果・影響が大きいので注力の意味があり、大型病

院は他省への展開力がある」「交流関係のある省やリハビリテーションの水準が近い省との連携

は比較的容易である」等の特徴が指摘できる。今後は特に 3 サイトをいかに周辺省へのモデル普

及の拠点として活用できるかが重要な観点となる。 
 
３－４ 上位目標の達成状況・見込み 

「対象 3 サイトにおいて提供されるリハビリテーションサービスの質が向上し、サービスを享受

する障害者の数が増える」：一定レベルで既に改善が実現されており、達成が見込まれる 
 

指 標 判断基準・方法 調査結果 
１．対象 3 サイトに

おいてサービスを受

けた障害者数 

障害者数 国家プロジェクト（後述）でリハビリを受け

ることができる人数が増加しており、基層へ

の支援がその枠の充足に貢献している。3 サ

イトセンターにおける国家プロジェクト受

入実績等は以下のとおり。（陝西）脳性まひ

85 名、知的障害 145 名、手術 111 名〔リハビ

リ患者数（障害児：入院 100 人→200 人、外

来 20 人/日→40 人/日、成人：入院 50 人→80
人、外来 20 人/日→30 人/日）に拡大〕。（重

慶）脳性まひ 40 名、聴覚障害（補聴器）64
名、聴覚障害（人工内耳）89 名、自閉症 10
名、知的障害 20 名。（広西）脳性まひ 40 名、

知的障害 40 名、自閉症 20 名。指標は達成し

ている。 
２．対象 3 サイトに

おけるサービス提供

施設数 

施設数 終了時評価時点で整備が積極的に進められ

ている。具体数は不明だが、施設数は増加傾

向にあることから、達成が見込まれる。 
３．対象 3 サイトに

おけるリハビリテー

ション人材数、及び

そのうち専門教育も

しくは CRRC、その他

上位リハ機関での研

修を終了したものの

割合 

リハビリ人材数、

専門教育・研修修

了者比率 

対象 3 サイトにおいて省級人材 156 名、中核

人材 61 名、基層人材 800 名が育成され、中

核となるべき人材数は大幅に増加した。一

方、ニーズは拡大しており、今後も育成が行

われる必要がある。指標は達成している。 

４．リハビリテーシ

ョン後の治療効果の

評価の向上 

治療効果評価 さまざまな手法が積極的に取り入れられた

結果、治療効率が向上している事例が多くみ

られた。達成が見込まれる。 
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中国政府はリハビリテーションが必要な障害者に対するサービス強化を積極的に推進してお

り、関連予算も拡大しているほか、「七彩夢行動計画」（2011 年開始）等にみられるように無料で

リハビリテーションを受けられる国家プロジェクトの枠も拡大させている。本プロジェクトによ

って育成された中核人材による基層人材向け研修の結果、基層人材のリハビリテーション関連機

関の活動内容・国家プロジェクトの概要（障害者のリハビリテーション受入先）、リハビリテー

ションが必要な障害者のスクリーニングの方法等が広まった。 
その結果、対象 3 サイトでは、これまでリハビリテーションを無料で受けられる国家プロジェ

クトが定員割れの状況にあったものが、近年は定員を超える応募数となっており、リハビリテー

ションサービスを受ける対象数の増加に一定の貢献があったと判断できる。 
 

3 サイトの各センターにおける国家プロジェクト受入実績等 
（陝西）脳性まひ 85 名、知的障害 145 名、手術 111 名〔リハビリテーション患者数（障害児：

入院 100 人→200 人、外来 20 人/日→40 人/日、成人：入院 50 人→80 人、外来 20 人/日
→30 人/日）に拡大〕。 

（重慶）脳性まひ 40 名、聴覚障害（補聴器）64 名、聴覚障害（人工内耳）89 名、自閉症 10
名、知的障害 20 名 

（広西）脳性まひ 40 名、知的障害 40 名、自閉症 20 名 

 
また、本プロジェクトとその成果である中核人材の育成を契機に、センター独自の受入枠の拡

大、連合会による社区レベルの組織整備、中核人材を活用した研修の拡大が図られている。 
さらに、積極的に習得したノウハウの活用が図られた結果、これまで受入れが困難であった重

複障害者の受入れ・指導が可能となったケースや十分な指導対応ができていなかった在宅リハビ

リテーション指導に関して家族への指導・リハビリテーション効果の両面で著しい改善がみられ

たケース等、リハビリテーション改善効果もさまざまな形で表れている。 
このように、上位目標において設定された指標は一定レベルで既に改善が進んでおり、今後各

層の人材育成が行われることにより、より改善が進むものと見込まれる。 
なお、スーパーゴールである中西部他省におけるモデル活用に関しては、現時点での評価は時

期尚早である。他省への普及に関しては、今後中国障害者連合会が主体となり実施を検討するこ

とになるが、一部サイト（陝西）では、他省（四川、湖南）の病院との連携が模索され始めてい

るなどの動きがみられる。 
 
３－５ プロジェクトの実施プロセスにおける特記事項 

過去のプロジェクトを通じた日中関係機関・関係者間における信頼関係と育成された多数のス

タッフ（日本語が堪能な方も多い）の存在をベースに、本プロジェクトにおける JICA 専門家チ

ームとカウンターパートであるCRRCとのチームワークやコミュニケーションはとても良好であ

り、問題はみられなかった。専門家の多くが国際医療福祉大学から派遣されているが、本プロジ

ェクトに関係するCRRCスタッフの多くも過去に同大学において研修を受けた経験を有する顔見

知りであり、十分なコミュニケーションが確保された。その結果、専門家が現地に派遣される前

に十分な準備が可能となり、短期の派遣期間であっても、中国側のニーズに沿った効果的な活動

実施が可能となる大きな要因となった。また、円滑な人間関係は、プロジェクトに課題が生じた
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場合も、十分な意見交換を踏まえて、未然に解決を図ることに貢献したと思われる。 
CRRC と 3 サイトのセンターは組織上、上下関係にないことから、プロジェクトの計画に沿っ

て活動展開ができるか、当初懸念があったが、 
① JICA 専門家チーム・CRRC スタッフが現地における各種研修の実施等を通じて積極的に各

センターへの働きかけを行い、プロジェクトに対する理解が深まったこと 
② 3 サイトの連合会が積極的にプロジェクトを支援したこと 
③ 3 サイトの関係者（特に幹部）が訪日研修参加を通じて、プロジェクトの重要性を理解し

たこと 
により、JICA 専門家チーム・CRRC と 3 サイトとのチームワークやコミュニケーションも良好に

維持された。 
JICA 専門家と CRRC スタッフは定期的に会合を開催し、プロジェクトの進捗モニタリングを

実施した。プロジェクトの最高意思決定機関である合同調整委員会は 2008 年以降年 3 回開催さ

れた（詳細は付属資料１－14 参照）。ただし、中国障害者連合会の関係者は、合同調整員会に参

加したものの、議論に積極的に参加することは少なかった。これは、中国障害者連合会が本プロ

ジェクトの実施、運営に関して CRRC を信頼し任せていたことを意味する一方で、政策立案機関

である中国障害者連合会がリハビリテーション人材育成という本プロジェクトの技術面には高

い関心を示していなかった可能性も否定できない。一方、3 サイトにおいては、省連合会の支援

は十分に得られており、こうした状況は本プロジェクトの実施に大きな影響を与えることはなか

ったが、今後「モデル」の中西部他省での活用を実現するためには、中国障害者連合会の理解と

支援が不可欠である。 
CRRC 及び 3 サイトの主体性・オーナーシップは十分であった。CRRC 及び 3 サイトは本プロ

ジェクトの重要性を理解し、積極的な関与を行った。特に、3 サイトの各センターは、プロジェ

クトの実施を通じて育成された中核人材を活用したセンターの発展戦略を構築すると同時に具

体的な活動展開を積極的に進めている。中核人材を中心とする研修・コース受講者もプロジェク

ト及び業務に積極的に取り組んでいる。こうした状況は、プロジェクト後半に中核人材の能力開

発が具体化されていくに応じてより強まっている傾向がみられており、各センターにおける習得

したノウハウ・スキルの活用（及び治療成果の改善）、基層人材の育成及びリハビリテーション

サービスを受ける障害者数の拡大に大きく貢献することとなった。 
以上、本プロジェクトにおいては、過去のプロジェクトにおける相互理解をベースに、実施プ

ロセスは基本的に適切であったと考えられる。 
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第４章 評価結果 
 
４－１ 評価5項目の評価結果 

４－１－１ 妥当性 
本プロジェクトの妥当性は、以下に示すように、いずれの観点からも、事前評価時及び中間

レビュー時と変わらず、高いと判断される。 
 

（1）政策面での妥当性 
中国政府が「国民経済及び社会発展第7次5カ年計画（1986～1990）」の3年次（1988年）

に障害者支援を組み入れて以後、毎次（第8次～第12次）とも、障害者リハビリテーショ

ンは5カ年計画の重要項目となっている。第12次5カ年計画（2011～2015）では、主要任務

として、 
① サービスネットワーク整備と保障メカニズム構築及び専門人材育成を実現し「だれ

もがリハビリテーションサービスを受けられる」という目標をおおむね達成する。 
② 社区のリハビリテーションサービスを推進し1,300万人の障害者の健康回復を支援

する。 
③ 補助器具の装着に関する体系を構築する（500万個の補助器具支給）。 

が掲げられた。また、中国障害者連合会が全国の省及び直轄市の障害者連合会に2010年度

に通達した「百・千・万計画」は、省以下の基層レベルにおけるリハビリテーション人材

養成、サービスの向上をめざすものであり、計画の一つであった。行政区画の末端であり

障害者に最も近い社区レベルにおける全国総計30万人の社区リハビリテーション調整員

の配備が実現されており、中国障害者事業12・5発展綱要においても社区リハビリテーシ

ョンの推進が重視されている（付属資料８参照）。また、中国政府は近年社区が地域住民

に対する各種サービスを提供する拠点として機能するように整備する施策も積極的に推

進している。 
また、日本は再生戦略において、アジアの社会保障支援に力を入れることとしている。

日本国政府の援助政策「対中国経済協力計画」（2001）では、重点分野の一つである「改

革・開放支援」の下、健全な社会発展の実現の文脈に位置づけられている。 
したがって、日中両国の政策との整合性において妥当性は極めて高い。 

 
（2）日本が本技術協力を実施することの妥当性 

日本では、2010年度までに理学療法士8万2,974名、作業療法士5万3,076名、言語聴覚士1
万7,315名、義肢装具士3,723名が養成されているなど、リハビリテーション専門職を養成

する十分なノウハウが蓄積されている。個別のリハビリテーション技術に加えて、リハビ

リテーションを推進するシステム・制度も中国にはみられない先進的なものである。また

中国障害者連合会に対して20余年に及ぶ協力関係にあり、その蓄積を生かし協力すること

は十分な妥当性がある。 
 
（3）遠隔教育導入の妥当性 

本プロジェクトの特徴は、社会人教育の推進であり、就業しながらの学習を支援するこ
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とにあった。社会人が業務をもちながら、休日や業務終了後の限られた時間を活用し、効

率的かつ効果的な学習を行い、能力開発を継続して実現することは一般的に困難を伴う。

特に、地方在住の関係者が業務時間を調整し、わざわざ北京等に一定期間赴き、講習を継

続して受けることは、派遣する組織及び参加する個人双方において大きな負担となる場合

が多い。そのため、人材養成の手段に遠隔教育を採用し、さらに双方向性を確保し、遠隔

教育に加えてまた補完する形で最低限の実地指導を行うものとした。また、将来、対象サ

イトが増えた場合に、さらにその利点を有効に活用できる可能性があることから、本プロ

ジェクトにおいて遠隔教育を人材養成の手段として採用した点は一定の妥当性があると

いえる。 
 

（4）カウンターパート機関の妥当性 
リハビリテーション人材を養成する最上級（3級甲）にランクされる専門機関である

CRRC は、中国障害者連合会が定めた「綱要」で、中国におけるリハビリテーション技術

指導と人材養成の中核的役割を果たすことが明記されている。また、JICA の20余年に及ぶ

技術協力によって、首都医科大学リハビリテーション専攻の4年制学部課程及び大学院課

程を受け持つまでにリハビリテーション技術と人材養成能力を向上しており、カウンター

パート機関としての妥当性は極めて高い。 
 

（5）対象サイト選定の妥当性 
人材養成の対象サイトに関し、中西部は経済発展が進んでおらず、中西部を対象サイト

としたことは、都市部と農村部のバランスのとれた発展をめざす中国政府の政策と合致し

ているといえる。 
陝西省は農牧業が中心で、同省リハビリテーションセンターは約400床を有する病院施

設でもあり、農村地域のリハビリテーション及び大規模入院施設でのリハビリテーション

のひとつの拠点的意味合いをもつものとして選定の意義がある。 
重慶市は、中国政府が「全国都市・農村の調和のとれた発展を図る総合的改革実験区」

に指定しており、新しい都市部のリハビリテーションのあり方を示す事例としての意義が

ある。 
広西チワン族自治区は中国の中で経済的発展が進んでおらず、経済的に困難な地域であ

り、貧困層の少数民族に対するリハビリテーションの意義がある。 
政策に後押しされた人材育成の需要もあり、各サイトは人材育成に積極的に取り組んで

いる。したがって、人材養成の対象とした3サイトの選定理由は、一定の妥当性があると

いえる。 
 

４－１－２ 有効性 
「プロジェクト目標の達成状況」及び「プロジェクト目標達成に関する成果の貢献」は以下

のように整理することが可能であり、総合的に判断して、有効性は高いと判断できる。 
 

（1）プロジェクト目標の達成状況 
本プロジェクトのプロジェクト目標は、①全省共通の遠隔教育活用リハビリテーション
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人材養成、②タイプ別遠隔教育活用リハビリテーション人材養成の2つの観点でそのあり

方の構築がめざされていた。中心目標である前者は完全に実現したと判断できるが、今後

他省への拡大を図るためには CRRC のみならずプロジェクトで育成された3サイトのセン

ター・中核人材と連携し協力を得ていくことが重要となる。なお、遠隔教育システムのラ

ンニングコストを技術革新に合わせて低減する措置を十分に考慮することが普及可能な

モデルとして重要な意味をもつと考えられる。また、後者に関しても達成された。 
 

（2）プロジェクト目標達成に関する成果の貢献 
プロジェクト目標達成に関する成果の貢献は明らかである。①体制整備、②リハビリテ

ーションに関する知識・技能・能力向上、③指導能力向上、④基層レベルにおける人材育

成のそれぞれがモデルの重要な構成要素となっており、プロジェクトを通じて、それぞれ

のあり方が検討され改善が図られた。また、上述のとおり、①個別の能力向上支援内容の

あり方、②複数の能力向上支援方法がパッケージとして相乗効果が上がるような人材育成

のあり方、③円滑に能力開発が進むような環境のあり方、④遠隔教育システム全体の運営

管理方法のあり方についても、検討・改善が行われた。それら結果が「モデル」としての

価値を有している。 
また、遠隔教育の手段を用いて、中央人材が地方における中核人材を育成し、さらに中

核人材が地域内の基層人材を育成するという枠組みは、当初の計画どおり実現しており、

今後の他省への展開にあたっても、基本的部分は有効性を発揮し得るものである。 
 

４－１－３ 効率性 
本プロジェクトの効率性は、以下に示すように、いずれの観点からも、高いと判断される。 

 
（1）成果の達成状況 

上述したように、PDM において設定された成果1～4はいずれも達成されたと判断できる。

構築された遠隔教育システム・体制を活用することで、省級・中核人材コースが実施され、

各サイトにおいて計画どおりに人材養成が行われた。省級・中核人材の能力は、①理論知

識、②技術技能、③問題解決能力、のいずれにおいても期待されたレベルにある。3サイ

トのセンター及び中核人材は研修を通じて獲得した知識・スキルを有効に活用し、業務の

改善、基層人材等への教育を積極的に展開している。数多くの関係者が基層人材向け研修

を受講しており、社区レベルでリハビリテーションが必要な障害者のスクリーニングが適

切に行われ始めていることから、基層人材の能力向上に関しても一定の向上が確認できる。 
 

（2）投入と成果の関係 
日本側及び中国側から、計画された成果を生み出すのに必要十分な人的資源、資機材、

活動費が投入され、成果の達成に貢献した。臨床能力向上等に必要な短期専門家の派遣も、

各センターの業務内容や要望を踏まえ、国際医療福祉大学等の国内協力機関の支援を得て、

適切に選定、派遣が行われている。関係者による投入に対する評価も高く、投入に対する

成果の観点から、本プロジェクトは効率的に実施されたと考えられる。活動の一部（遠隔

教育システム構築）に遅れがみられたが、各コースの実施そのものには影響しなかったこ
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とから、成果には負の影響を与えていない。初期段階で指摘された遠隔教育システム・内

容に関する問題点も解決が図られた。 
 

（3）促進・阻害要因 
本プロジェクトにおいて期待された成果を実現できた促進要因としては以下が挙げら

れる。 
① 障害者に対するリハビリテーションサービスの全国展開を中国政府が積極的に展

開する時期にプロジェクトが実施されたこと。 
② 過去の日中協力のアセットである CRRC における人材・ノウハウの蓄積及び日本側

の関係機関との協力関係等を有効に活用したこと。 
③ 遠隔教育を通した系統的な知識習得、専門家個別指導によるスキル向上、訪日（本

邦）教育による制度・考え方に対する理解促進の3つが相乗効果を上げたこと。 
④ 訪日研修参加を通じた各サイトの幹部における理解促進の結果、プロジェクト及び

リハビリテーション展開への積極的な支援を得られたこと。 
⑤ いずれのサイトのセンターにおいても、育成された人材の多くが継続して在職する

と同時に、組織の拡大・発展に応じて重要業務、新しい業務展開を任される立場にあ

ることが能力向上の大きなインセンティブになっていること。 
⑥ 本プロジェクトの内容が社会人に対する継続教育であることを踏まえて、研修コー

スに対する修了証書の授与や一部サイトにおける省級継続教育単位の認可の実現等、

受講者のインセンティブに十分配慮した対応がなされたこと 
阻害要因に関しては、訪日研修予定者のうち数名が手続き上の問題等により、参加でき

なかったという事実があったが、プロジェクト活動に大きな影響はなかった。また、その

他の甚大な阻害要因は見受けられなかった。 
 

４－１－４ インパクト 
既述のとおり、上位目標の達成状況に関して、中国政府の積極的な政策展開と本プロジェク

トにより育成された中核人材の相乗効果により、サービスを受けた障害者数、サービス施設数、

リハビリテーション人材数、治療効果のいずれにおいても改善が進んでおり達成が見込まれる。

また後述のとおりさまざまな正のインパクトが確認されているため、インパクトは高いと評価

できる。 
本プロジェクトにおけるインパクトとして特筆できることとして、省級・中核人材の個人レ

ベルの能力開発が実現したことにとどまらず、組織としての取り組みや活動に発展、進化し、

各センターが地域におけるリハビリテーションの中核機関としての役割を早期に果たし始め

ていることが挙げられる。獲得したスキルの組織展開の具体例としては、以下が挙げられる。 
 

獲得スキルの組織展開の具体例 
・中核人材を活用して、これまで対象としていなかった新しい分野の業務を開始〔重慶：新た

に自閉症児向けリハビリテーションサービスを開始、広西：リハビリテーション科を3つに

分科（リハビリテーション医学、自閉症、知覚障害）して組織強化を予定〕 
・個人レベルの対応になっていた点を反省し、脳性まひに対するリハビリテーションに関して、
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PT、OT、ST の各グループを新たに設置しチームとしての対応を開始（広西）。患者治療方針

立案に際して、チームで検討することを現在模索中（陝西）。 
・プロジェクトへ参加した結果、10名程度しかいなかったリハビリテーションチームが100名

規模に拡大。医療行為に加えてリハビリテーションを兼ねた総合病院に変化（陝西）。 
・定期的な内部勉強会の開催等、組織的な能力開発支援を積極的に実施（研修テーマ等は中核

人材が自主的に選定）。 
・家庭訪問モデル活動や在宅リハビリテーション指導合宿を開始（広西）。 

 
こうした展開は、各センター内において共通の枠組み・方法により、多数の人材が同時に育

成されたことにより初めて可能となったものであり、組織に大きなインパクトをもたらした。 
また、中核人材の能力が地域内で高く評価されたことで、省内の関係機関との連携（実習生

受入れ、共同研究、研修講師派遣等）が活性化しているほか、重慶の沙坪壩区では、すべての

0～6歳児を対象にスクリーニング冊子を活用して障害の有無をチェックするという試みも始

まっており、さまざまな形で社会的に好ましいインパクトを与えていることは大きく評価でき

る。 
 

４－１－５ 持続性 
本プロジェクトの持続性は、①政策面、②制度面、③組織面、④財政面、⑤技術面の各観点

から高いと評価される。 
 

（1）政策面 
中国政府は、2002年に「2015年までに障害者がだれでもリハビリテーションサービスを

受けられるようになる」との戦略目標を掲げ、その達成に向けて全国でリハビリテーショ

ンサービスの普及のためのインフラ整備やリハビリテーション専門職の養成を進めてい

る。第12次5カ年計画においても、重視の姿勢に変更はない。また2008年8月には、国連の

「障害者権利条約」を批准し、政府は医療やリハビリテーションを含むすべての社会的サ

ービスへの障害者のアクセスを保証する責務を負っており、今後もその責務を果たすべく、

関係する政策を持続・発展させるものと考えられる。一定期間のリハビリテーションにつ

き国家負担が制定されるなど、今後、リハビリテーション人材拡大のニーズが高まること

が予想される。 
 

（2）制度面 
本プロジェクトの対象者がリハビリテーション業務に既に従事している社会人であり、

長期間にわたる遠隔教育コースを受講することが負担に感じられる可能性があることか

ら、適切なインセンティブの提供が重視されてきた。その結果、各コースの修了書の授与

が実現し、修了者からは一定の能力を保有することを証明するものとして評価がなされて

いる。 
受講生の多くは自分の能力向上の必要性を強く認識しており、コース修了者は各センタ

ーを担う人材として位置づけられ、センターの組織・業務拡大に伴って、昇進や新しい業

務に従事する機会が与えられていることから、受講そのものを負担として感じているケー
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スは多くはない。しかし、今後コース受講者を、プロジェクトの対象としたセンター以外

の地域内の関係機関に広げていくにあたっては、インセンティブの供与は重要な意味合い

をもつ可能性が高く、実現に向けて今後継続して努力が必要である。 
なお、コースの内容が受講者にとって価値の高いものであり、受講の結果、知識の向上

と自己啓発につながることがコース受講を促進するための最も強いインセンティブとな

ることは疑いのない事実であり、コース内容の改善を通じたインセンティブの拡大につい

ても継続した対応が必要である。 
 

（3）組織面 
対象機関は、中央・各サイトともリハビリテーション推進の中核組織であり、実施期間

のプロジェクトに対するオーナーシップは、特に問題はみられない。 
本プロジェクトで構築した遠隔教育システムを活用したリハビリテーション人材養成

モデルを持続・発展するためには、中国障害者連合会と、省及び直轄市の障害者連合会の

一層の連携強化とともに、各省及び直轄市における基層行政レベルの障害者連合会を含め

た関係機関（衛生部・教育部関係機関等）との連携が不可欠である。各サイトにおいて、

積極的な連携促進への取り組みが始まっており、今後のさらなる強化が期待される。 
 

（4）財政面 
本プロジェクトで導入した遠隔教育システムを3サイトで継続的に使用するための直接

的経費である通信費（年間約8.1万元と試算）は、現状では問題なく確保されている。リハ

ビリテーションの関連予算も増加傾向にあるとのことであり、その他の恒常的な人件費な

どについても確保されており、現時点では特筆すべき問題はない。ただし、センターのス

タッフの少ないサイト（重慶）では、必要な人材育成が一巡し新たな人材育成に関しては

一応落ち着きをみせる状態となっている。これは本プロジェクトの遠隔教育が十分な役割

を果たしたものとして評価してよいことであるが、人材育成が一通り終了し、今後の育成

予定数が少なくなったことにより、通信費の負担について留意が必要である。一方、比較

的組織規模が大きいサイト（陝西）では、経費を自己負担してもよいので、各種支援を継

続して受けたいとの意見も聞かれており、高い持続性を期待できる状況にある。 
 

（5）技術面 
本プロジェクトの実施の結果、各サイトのセンターにおける省級・中核人材の育成が効

果的に進められたが、その内容を最低限把握しておくべき広く一般的なリハビリテーショ

ン知識に限定したため、一部サイト関係者からは上級コースの実施を要望する声が聞かれ

ており、CRRC が関係機関と十分に協議して対応を決定することが求められる。 
また、遠隔教育関連機材の技術革新は日進月歩であり、現行システムも早期に陳腐化す

る可能性が高い。専用回線の活用も多額の投資が必要なこともあり、必ずしも一般的な方

法ではなくなりつつある。こうした技術革新に適切な対応を行うことで、より良い遠隔教

育システムの構築を引き続き図っていくことが求められる。なお、機材の更新にあたって

は、そのときの予算の優先順位等を勘案し、システムの更新ないしはその他の手段も含め

て総合的に判断されることが必要である。 
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提供された資機材は、適切に管理されており、現段階において遠隔教育コースを運営、

実施するうえで問題はみられない。提供されたビデオカメラを活用して、①専門家の研修

を録画し内部勉強会を開催する、②新しい指導を始める際には指導内容や指導後の経過を

撮影・記録し指導の改善に活用する、などの試みが始められたセンターもみられており、

活用効果も大きい。ただし、遠隔教育システムの技術革新と陳腐化は早いことから、今後

は中国側で適切に管理、必要に応じた更新が行われる必要がある。なお、機材の更新にあ

たっては、そのときの予算の優先順位等を勘案し、システムの更新ないしはその他の手段

も含めて総合的に判断されることが必要である。 
また、一部のサイトにおいて管理上の問題（部屋の使用可能時間が限定されている）か

ら WBT・電子図書館が自由に使いにくい状況となっているほか、WBT 等を使用可能な期

間（ID の有効期間）がコース受講中の1年間に限定されているため、再学習ができないこ

とに不便を覚える受講生もみられた。 
 
４－２ 結 論 

本プロジェクトは、CRRC に対する過去の協力のアセット（人材等）を有効に活用し、省及び

直轄市レベルにおける中核人材の育成を通じて、リハビリテーションに関する人材育成を基層レ

ベルにまで対象を広げようとする意欲的なものであった。また、遠隔教育システムと実地指導を

組み合わせた総合的な能力開発を図る点においても斬新なものであった。 
プロジェクトの結果、中核人材の育成が実現し、基層人材の育成、基層レベルにおけるサービ

ス改善、リハビリテーション受診者の拡大においても一定の成果が表れている。また、各センタ

ーはプロジェクトを契機に充実したリハビリテーションサービスの実践に向けて、新規リハビリ

テーション業務への取り組み、組織の革新、関係機関との連携を積極的に進めており、各地域に

おけるリハビリテーション業務の革新・展開に大きなインパクトを与えていることは特筆に値す

る。評価5項目はいずれも「高い」と考えられる。プロジェクト目標は達成されており、当初期

間内にプロジェクトを終了することが適切である。 
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第５章 提言と教訓 
 
５－１ 提 言 

（1）中西部他省への応用 
本プロジェクトのスーパーゴールには、「中国中西部において提供されるリハビリテーシ

ョンサービスの質が向上し、サービスを享受する障害者の数が増える」〔指標：整備された

新しいモデルシステムが中西部の一部において活用される（対象 3 サイト以外への普及）〕

が設定されており、中国障害者連合会及び CRRC は、本プロジェクトの成果を活用し、遠隔

教育機材の技術革新を踏まえて適切なシステムを選定しながら、今後、中西部他省への積極

的な拡大を図ることが求められる。その際には 3 サイトとの連携、協力を十分に図ることが

重要となる。なお、機材の更新にあたっては、そのときの予算の優先順位等を勘案し、シス

テムの更新ないしはその他の手段も含めて総合的に判断されることが必要である。 
 
（2）中国の社会状況に応じた模索 

リハビリテーションはおのおのの社会経済環境に応じて多様性がある。こうした多様性へ

の対応は、中国・関係機関が自ら対応していく内容である。また、中国が十分にその能力を

有していることも明らかである。したがって、関係機関は、中国の社会状況に応じた独自の

リハビリテーションを地域の事情に応じて、今後中国自身の手で模索していく必要がある。 
 
（3）システムの維持管理 

一部サイトではネットワーク接続費の負担が課題となっていたが、遠隔教育関連機材の技

術革新は急激で陳腐化するスピードも早い。より低コストで使いやすいシステムが日進月歩

で開発されている。本プロジェクトの遠隔教育システムも、導入時には適切な内容であった

としても、そのまま使用し続けることが今後時代の変化に適合しないものとなる可能性があ

る。したがって、システム設置後の技術革新の状況を勘案し、現在のシステムの維持管理を

行うと同時に、時々に応じた適切なシステム及び教育のあり方について検討を行う必要があ

る。なお、機材の更新にあたっては、そのときの予算の優先順位等を勘案し、システムの更

新ないしはその他の手段も含めて総合的に判断されることが必要である。 
 
（4）遠隔教育の認定資格付与 

対象 3 サイトにおいては、今後の事業拡大に伴い中核人材がその中心になることが明確に

期待されており、中核人材コースへの参加は幹部候補生として認められた証しともなってい

る。中核人材も、より重要な業務（他機関への指導・教育等を含む）及びこれまでセンター

が実践できていなかった新しい分野における業務への従事、高い役職への昇進、リハビリテ

ーション実践の大きな成果等が具体的に実現していることから、やりがいをもって業務に積

極的に取り組んでおり、能力向上及び遠隔教育コース受講に対するインセンティブは高い。 
しかし、遠隔教育の対象が仕事をもつ社会人であることを考慮すると、また、今後受講者

の対象を他省や幅広い関係機関や基層人材に拡大することが念頭に置かれていることを踏

まえると、受講者へのインセンティブに今後も十分に配慮することが必要である。 
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本プロジェクトで実現した「修了書の授与」に関しては、一定の知識・技能水準を証明す

るものとして、受講者の多くが評価していることが確認できた。一方、遠隔教育のインセン

ティブ保証のための継続教育単位としての認定や何らかの認定資格付与については、国家級

継続教育単位としての認定対象にはなっていない。本プロジェクトの教育内容は、継続教育

（単位教育）に該当すると位置づけられるが、中国における継続単位認定は、既に一定の専

門性を有した専門家に対する新理念、新方法、新技術に関する短期間の研修を想定している。

一方、本プロジェクトの遠隔教育は、リハビリテーション従事者が習得することが求められ

る総合的な知識・スキルを習得し、専門的な判断と高いレベルの業務が可能となることを念

頭に置いており、狭い範囲の専門性や最先端の知識習得を対象としていない。リハビリテー

ションに実際に従事するセラピストが体系的、総合的にもつべき知識の習得を図るものであ

る。したがって、本プロジェクトのコースは、国家級継続教育単位認可の対象に該当しにく

い分野のものである。 
こうした中国における各種制度に関する理解を十分に深めたうえで、インセンティブ拡大

に向けた適切な取り組みを継続することが重要である。国家級継続教育単位の認可のみが重

要なインセンティブということではないが、例えば、国家級継続教育単位認定に関しては、

今後認定されやすい研修も組み込むなどの設計の工夫も行うほか引き続き実績を積み重ね

ることで、将来の国家級継続教育単位としての認定の実現に向けて努力されることが期待さ

れる。CRRC 発信の教育のなかに、上記の条件を満たす高度の講義内容を盛り込むことによ

って、単位取得を図ることも期待できよう。 
他方、地方における研修会は、一部省級継続単位として認定されており（例えば広西）、

受講生のインセンティブが高まる結果となっている。したがって、このような工夫を地方に

おける研修に組み込むことは有用である。 
 
（5）3 サイトにおけるコース修了者・人材育成ニーズへの対応 

広西においては、センター規模は重慶と大きな差はみられないものの、事業規模の拡大に

積極的であり、新センターの建設計画も進展している。陝西においても、センター規模が大

きいことから今後も継続して遠隔教育コースを活用した人材育成を進めたいという意向が

示された。同時に、中核コース修了者に対するアドバンスコース実施の要望が各サイトにお

いて示されている。3 サイトにおける人材育成ニーズは高く、継続して遠隔教育受講の強い

ニーズがある。したがって、これらの 3 サイトの人材育成ニーズに関して、3 サイト関係者

と十分に協議しながら適切な対応を行っていく必要がある。特に、アドバンスコース設置の

要望は、これまでの人材育成支援の成果の結果新たに生まれたものである。こうした変化す

るニーズへの対応についても十分に配慮することが必要である。 
 
（6）遠隔教育教材の編集 

プロジェクトで作成された遠隔教育教材は、リハビリテーション人材養成には重要な役割

を果たしており、同教材は日中双方の協力の重要な成果である。これらの教材の作成は日中

双方の協働の下、多大な尽力をしたものであるが、社会経済の発展に伴う高齢化社会の深刻

化に従って、今回作成された教材は絶えず改善していく必要がある。 
今回、中央レベルの人材によって整備された遠隔教育教材は、CRRC スタッフのみによっ
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て編集されたものであった。これは、教材作成の時間も限られており、CRRC のスタッフの

人材養成を図る意味においては適切な取り組みであった。なお、先行プロジェクト（中国リ

ハビリテーション専門職養成プロジェクト 2001.11.1～2006.10.31）で、CRRC の人材のみな

らず、外部機関の著名な人材も動員し開発された 4 年制学部教育教材が、現在同様の他大学

課程が 100 以上できているなか、そのうち多くの大学で使用されていることにかんがみると、

今後教材の改訂にあたっては、教材の内容のさらなる国際化と中国国内における標準化を図

るために、国内外の有識者と協働を図ることも一考に値する。 
 
（7）プロジェクト残り期間における対応 

3 サイトの関係者からは、プロジェクト期間内にさらなる習得を図りたいスキルに関して

支援の要望が出されており、可能なものについてはプロジェクト終了までに対応を図る必要

がある。 
 
５－２ 教 訓 

（1）受講予定者数の把握 
本プロジェクトの地方サイトの選定においては、中国障害者連合会としての優先順位やモ

デルとしての適切性を中心に、育成が必要な人材規模等の他の条件も考慮して、総合的な判

断から選定されたものである。 
今回の終了時評価においては、重慶においては、センターの組織規模が小さいことから、

必要な中核人材の育成はおおむね終了しており、来年度以降人材育成コースの参加予定者数

は限られていることが確認された。サイト選定を行うにあたっては、当該地域の特性のみな

らず受講が期待される対象者の数を前もって十分に把握することが望まれる。 
 
（2）受講者の拡大 

センター外の関係者を対象としたコース受講者の拡大に関しては、広西において受入実習

生がコースの一部に参加した以外は実績がみられない。これは受講予定者が社会人であるた

め、日中に職場を離れてセンターを訪れコースを受講することは極めて難しいということが

前提にあり、そうした実情を反映したものである。なお、継続教育単位を授与することがで

きれば、拡大が促進されるとの指摘もあった。 
一方、陝西では、今後遠隔教育システムのコース受講者の対象を、大学、基層関係組織、

衛生庁関係機関・病院に拡大することが検討されている。省連合会を中心に省衛生庁等の関

係政府機関への働きかけを行い、管理・運営の調整ができれば実施は可能との認識である。

受講生を対象センター以外の各サイトの関係者に拡大することはコース受講生拡大及びリ

ハビリテーション人材育成強化の観点から重要であり、各サイトの状況を踏まえながら、対

象機関の拡大に向けた取り組みを行うことが必要である。 
 
（3）コンテンツの二次使用に関するルール 

中核人材から、コンテンツについて、自由にダウンロードできるようになれば、職場外の

自主学習や基層人材向け研修で活用できるとの希望が聞かれた。コンテンツに関する権利に

十分に配慮しながら、効率的かつ効果的な活用を通して人材育成をいかに促進するかは重要
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な課題となる。この実現のためには、コンテンツの二次使用に係るルールの整備や個人情報

管理の徹底が必要であり、この点を十分に念頭に置いたシステム・コンテンツ管理体制の構

築が必要である。 
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第６章 団員所感 
 
６－１ 熊谷晃子（団長） 

今次の調査では、日程その他の制約もあり、プロジェクト対象サイト以外の地域と対象サイト

の違いを直接調査することまではできていない。また、（中央、省級は直接調査できているもの

の）基層人材には直接インタビュー等の調査ができておらず、事前に実施されているアンケート

などから、基層人材そのもののレベルや、その意見に基づく中核人材の評価を行っている（ただ

し、統計的な処理まではできておらず、統計処理に足る十分な母数も得ていない）。また、さら

にその先にいる、障害当事者やその家族への直接の調査はできていない。（なお、障害当事者ま

での調査を全面的にかつ正確に行うのはかなりの時間とコストがかかり、また他省への調査は微

妙な意味ももつため、容易ではないということもある。） 
これらの限界や制約はあるものの、今次調査は、リハビリテーションに係る本協力が、中国の

執行能力の高さと、26 年来の CRRC と日本の各関係機関との関係のうえに、大きな成果とその広

がりをもっていることを改めて認識できる機会となった。2012 年 9 月に実施された第 7 回北京リ

ハビリテーション国際フォーラムにおいても、CRRC がしっかりと主催しており、日中のほか各

国からの有識者を招へいし、盛況な会であったが、こうした学術交流も活発に実施し、かつ、（か

つての日本の無償資金協力による施設、資機材も活用しながら）臨床も積極的に行っている。

CRRC 設立のための協力協議が行われた、PT、OT、ST 等の概念も中国国内になかった時代から

振り返れば、まさに隔世の感がある。 
その意味では、「本（今次）プロジェクト」のみの純粋な成果、中国のリハビリテーションに

係る貢献の度合いを、短時間に正確に評価することは極めて難しく、さまざまな成果・インパク

トが出ていると見える部分も、実際には、本プロジェクトのみの貢献にとどまらず、さまざまな

要素の複合成果であるはずである。他方で、本プロジェクトが、特に実際のリハビリサービスの

裨益当事者である障害者等に近い部分でのリハビリテーション事業の展開に、新たな知識やツー

ルを積極的に導入する推進要素となったことも確かであり、サービスを展開する人材育成とその

仕組みづくりということだけでなく、サービスの広がりと向上にも実際に貢献していることは、

大変喜ばしく誇らしいことと考える。 
また、CRRC は、首都医科大学とともに、セラピストの専門職を大学レベルで育成するほか、

リハビリテーション医師の院生レベルも育成している。今後いつの日にか、中国においてセラピ

スト専門職の院生レベルの育成がなされ、当該分野の研究を通じ、専門職教育のますますの強化

がなされることを期待したい。 
なお、今次、調査団にご参団頂いた医療専門の団員の方々と、中国側の長年のカウンターパー

トとの間の、強い「師弟関係」の絆が結ばれていることが改めて感じられた。近年の対中協力の

考え方に沿い、リハビリテーションのように、「日本に直接利益還元が見込まれる」、環境、感染

症等の分野ではない協力は、従来と同様の形では実施し難いであろう。長年の協力の間に結ばれ

たこうした絆は、JICA を通じた協力を超えて、いつまでも継続し、発展していくものである。JICA
の協力の形がどのようなものになるとしても、「日中」として結ばれた、こうした得難い礎が、

いろいろな形で今後も強化・発展していくことを願うとともに、JICA としても何らかの新たな形

でのかかわりをもち続けたいものと考える。 
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６－２ 赤居正美（リハビリテーション医療） 

地方の対象 3 サイトにおけるヒアリングより、今回のプロジェクトの目標はおおむね達成され

たと評価した。系統立った基本的知識の上に、自身の関心領域が形成されるべきとの考え方も定

着、患者における治療方針決定の重要性も認識されていた。ただし、訓練時に記録を残すことや

多職種間の連携などに課題も残っており、まだまだ時間が必要と思われた。 
中間時評価の際の指摘事項の多くに改善があり、11 月 16 日の実際の遠隔授業での症例提示を

みても、大きな進歩と評価された。ただし、リハビリテーション実施計画における目標獲得に時

間設定をすべきこと、PT、OT、ST 等で意思統一を図るべきことなど今後の改善も必要になろう。 
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